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第1章 序論 

 

1.1 研究の背景 
 

近年，台風や豪雨による河川の氾濫により，土砂や流木のほか有害物質や油等

が流出する事象が度々発生している 1) ,2) ,3) など．さらに，地球温暖化に伴う気候変

動の影響により，大雨や短時間強雨の発生頻度や大雨の降水量などが増大するこ

とが予測されているほか，降雨の時空間特性の変化を引き起こし大規模な水災害

が発生する懸念が高まっている 4) ,5) ． 

中でも大量の土砂・流木の流出により，甚大な被害が発生している事例が多い

ことから，土砂災害の防止・軽減を含む流域の土砂動態の予測と対策は重要であ

り，また，多量な流木を起因とし被害が拡大する事例が多発していることを踏ま

え，「河川流域の土砂と流木に関する動態を解明し，土砂と流木それぞれの対策の

効果を検証評価」することを目的に研究を進めてきた． 

1998 年に流域を一貫した総合的な土砂管理の概念が提唱 6)され，総合土砂管理

の考えに基づく流域一貫の対策が求められている．その中でも山地流域で生産さ

れ輸送される土砂量を予測することは，治水，利水，河川及び海岸保全等を検討

する上で極めて重要である．高度成長期以降，治山・砂防事業，治水事業，水資

源開発事業等により上流域からの土砂供給量の減少，砂利採取や河道掘削による

直接的な改変により河床低下傾向となっている河川が増加しており，さらに河床

低下が進行することで治水安全度低下（低水護岸の機能喪失等）や河川環境への

悪影響（産卵床減少等）等が顕在化しており，早急な対応が求められている． 

一方，近年各地で経験したことがない異常豪雨に伴う河川災害が頻発している
1) ,2) など． 河川災害の特徴としては，大量の流木を流下させることである．市街地

に流下した流木群が橋脚や欄干で堰き止められ橋梁被害が生じ，また，低内地に

流入した流木群によって洪水氾濫が拡大し家屋の流失等の被害の事例が多くみら

れる．従来，流木対策の多くは透過型砂防としてなされているが，近年の異常豪

雨では，流木の流下範囲も本川河道に到達し災害が拡大していることから，河道

内における流木対策が求められている． 
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1.1.1 流域一貫の土砂動態と問題 

一般に河川は流域空間から発生した流水や土砂等数多くの物質を山地から河口

や海域へと輸送する機能を担っている．その中でも山地流域で生産され輸送され

る土砂量を予測することは，治水，利水，河川及び海岸保全等を検討する上で極

めて重要である．1998年に流域を一貫した総合的な土砂管理の概念が提唱 6)され

て以降，山地から河口・海岸に至るまでの流砂系一貫の土砂管理が行われるよう

になり，安倍川や相模川では総合土砂管理計画が策定されている 7),8)． 

本研究対象の豊平川の扇頂部（真駒内川合流付近）は，完新世の扇状地面であ

る札幌面が下刻・側刻を繰り返し古くから流路変動が大きい区間であることが知

られている 9）．そこに上流域で明治 40 年から始まったダム建設や昭和 42 年以降

の砂防ダムの建設による河道への土砂供給量の減少や昭和 30 年～50 年代の大洪

水による河床砂礫の流出により河床は著しく低下し，岩盤が露出している箇所も

見られる．さらに近年は，中小出水に起因する局所洗掘，澪筋固定化，砂州発達

及び樹林化が進行し，橋脚の根入れ不足や低水護岸の崩壊などの問題が顕在化し

ている． 

そのため総合的な土砂管理の概念に基づき流域の土砂動態資料を分析し，現在

問題となっている河床低下との関係を定量的に解明し，将来予測のための土砂流

出モデルを構築する必要がある． 

豊平川流域にける土砂に関わる問題は，山地部や河道部などのそれぞれの領域

において様々な形で発生している． 

① 山地部では，昭和56年8 月出水において荒廃山地からの流出土砂による渓

流河道部での異常堆積や土石流，山腹崩壊，地すべりによる災害が発生し

ている（図 1.1，図 1.2）． 

② ダム貯水池では，堆砂の進行による機能低下など（図 1.3，図 1.4） 

③ 河道部では，昭和 56年8 月出水による土砂堆積やその後の河床低下や砂礫

の流出による岩盤の露出など（図 1.5，図 1.6，図 1.7，図 1.8） 
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(a)豊平川支川オカバルシ川河岸の崩壊状況    (b)豊平川支川野の沢川上流の崩壊状況 

図 1.1 昭和56年8月23日洪水による豊平川支川の斜面崩壊状況10） 

 

 

 

(a)豊平川支川オカバルシ川の沿川浸食状況 (b)豊平川支川野の沢川の河岸決壊により民家倒壊 

図 1.2 昭和56年8月23日洪水による豊平川支川の河岸侵食と被災状況10） 
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(a) 藻岩取水堰の堆砂状況 

 

(b) 一の沢ダムの堆砂状況 

図 1.3 昭和56年8月23日洪水のダム堆砂状況10） 

 

  

図 1.4 豊平川の貯水式ダムの堆砂実態 
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(a) 札幌市南区藤ノ沢地区           (b) 真駒内川合流付近 

図 1.5 昭和56年8月23日洪水による豊平川の土砂堆積状況10） 

 

 

図 1.6 昭和56年8月23日洪水による豊平川の河床変動量の縦断図11） 

 

  

図 1.7 1978年から2006年までの豊平川の河床変動量の縦断図  
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(a) KP22.0地点の河床材料の粒径加積曲線図 

 

(b) KP22付近の河床状況（上：1978年，下：2017年撮影） 

図 1.8 KP22.0付近の河床砂礫の変化状況 
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1.1.2 異常豪雨による流木動態と問題 

一方，近年各地で異常豪雨に伴う河川災害が頻発し，山地崩壊とともに大量に

流出した土砂，流木群や渓岸侵食から流出した流木群が橋脚や欄干で堰き止めら

れて橋梁被害が生じたり，氾濫水とともに低内地に流入した流木群によって洪水

氾濫が拡大し家屋の流失や損傷などの被害を増大させたりしている事例が頻繁に

みられる 12), 13) 14)．大量の土砂と流木が下流域に流出した．その結果，流木が橋梁

などに大量に捕捉されるとともに，橋梁の上流を中心に土砂堆積・氾濫が発生し

た．近年の災害の特徴の一つは大量の土砂崩壊とそれに伴う流木の発生である． 

平成 28 年 8 月 29 日から 30 日にかけて東北地方の東部を襲った台風第 10 号に

よる豪雨により，岩手県小本川では甚大な流木被害が発生した 15), 16)．橋梁部へ堆

積した流木により橋梁被災や水位堰上げによる氾濫被害が拡大し，市街地へ流出

した流木は建物の損傷被害などの拡大を招いた． 

河川を流下する流木を捕捉する施設を設置すれば,下流まで流下する流木量が

減じ下流の流木被害を軽減できる．そこで，下流の流木被害の軽減を図るため，

山間部の河道湾曲部に流木捕捉施設を整備する計画が立てられた（図 1.10）． 

当施設は，山間地の河道湾曲部を利用して，横越流で外岸側に設置する捕捉地

エリアに洪水流と流木を導流して流木のみ捕捉し，洪水流を排水する構造となる．

河川内で流木捕捉施設を最初に設置したのは，熊本県黒川の一の宮多目的貯木池

である 17）．その後，新潟県関川などでも河川内に流木捕捉施設を設置しているも

のの事例数は少なく，また施設設計に関する技術基準は策定されていないのが現

状である 18）． 
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(a) 小本川沿いの洪水被害の様子 

 

  

(b) 流木による橋梁被害       (c) 家屋の被災状況 

図 1.9 2016年東北豪雨による小本川沿いの流木による被害状況 

 

 

 



9 

 

 

図 1.10 流木捕捉施設設置予定箇所の航空写真（2016年9月） 

 

 

 

図 1.11 河川に設置した流木捕捉施設の事例17） 
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1.2 既往の研究 
 

1.2.1 流域一貫の土砂流出モデル 

土砂流出予測モデルは，目的とする時空間スケールや流砂形態に着目し様々な

手法で行われている．ダム堆砂データに基づいた芦田らによる経験則18),19) では，

年平均的な土砂流出量を容易に求められるものの，洪水規模の違いによる流出量

の差異の算出や流域条件が変化する場合の適用が難しい． 

近年は，地理情報システムやリモートセンシング情報の進展に伴い降雨流出モ

デルを組み合わせた流出土砂量の予測手法例えば 20) ,21) ,22) が提案され始めているも

のの，システムの複雑さと計算付加が大きい等から実務レベルでの利用はまだ少

ない． 

 

1.2.2 河床低下対策 

河床低下には，流下能力の向上という利点はあるものの，治水安全度低下（低

水護岸の機能低下，根固めブロックの破壊・流失，橋脚基礎部の露出等）や河川

環境への悪影響（産卵床の減少，魚類移動性阻害等）等が顕在化し，早急な対策

が求められている． 

これらの問題に対応するためには，低水路を拡幅し再度河床砂礫で埋戻す覆礫

工 23)，24) が有効と考えられるが，覆礫土砂・河川用地の確保が支障となる場合や，

河道拡幅と一体となって実施しなければ再度河床低下する場合がある．また，ダ

ム堆積土砂の下流河川への土砂還元(置き土)等も試験的に施工されている 25）が，

最適な土砂還元量の設定や土砂還元の効果検証に課題が残っている．その他，現

地発生材を用いた河床面の被覆 26)，巨石やコンクリートブロックの千鳥配置 27)や

水制工28)，ネット工法29)等による河床砂礫の捕捉等の対策工が試みられているが，

いずれも現地実証段階で，今後も継続的な検証や改善が必要とされている． 

 

1.2.3 河道内の流木対策 

従来，流木対策の多くは透過型砂防 30）,31) としてなされているが，近年の異常豪

雨では，流木の流下範囲も本川河道に到達し災害が拡大していることから，河道

内における流木対策が求められている． 

河道内に流木捕捉施設を最初に設置したのは，1995 年に熊本県黒川の一の宮多

目的貯木池である 17）．その後，1999 年に新潟県関川などでも河川内に流木捕捉施

設を設置しているものの事例数は少なく，また施設設計に関する技術基準は策定

されていないのが現状である． 
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1.2.4 流木挙動を追跡する数値解析 

河川に設置する流木捕捉工等の検討を行う方法として，水理模型実験とともに，

数値解析による方法が有効と考えられる．河道内の流木挙動や捕捉工への流木堆

積などの数値解析モデルについて，これまで種々の検討が行われてきている． 

清水ら 32）は平面二次元水深積分モデルによる河川流モデルと流木を球体の結合

で表し，水面付近を二次元的に移動すると仮定するとともに，流木同士の衝突に

個別要素法を用いる二次元流木追跡モデルを考案し，橋脚による流木捕捉現象を

適切に再現できることを示した．初田ら 33）は，同様なモデルを用いて蛇行部の流

木挙動を適切に再現できることを述べた． 

一方，長田ら 34）は，流れ場は二次元とし，流木挙動を三次元に拡張するととも

に，流木の弾性変形を考慮したモデルを構築した．しかし，河川湾曲部などでは

流れの三次元性が卓越することから，これを考慮するモデルとして，木村ら 35）は，

湾曲部に設置する流木捕捉工周辺の沈降性流木挙動について，底面摩擦項等を考

慮した三次元流木モデルを構築し，既往の実験の再現を試みた．数値解析結果は

概ね実験結果の特性を再現できたが，スリット捕捉や捕捉率の定量的再現には課

題が残っている． 
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1.3 研究の目的 

本論文は，上記のような背景を踏まえ，「河川流域の土砂と流木に関する動態を

解明し，土砂と流木それぞれの対策の効果を検証評価」することを目的に以下の

研究を進めてきた． 

① 流域の土砂動態を予測するため流域条件として崩壊地面積を組み込んだ

土砂流出モデルを構築した．また，河床低下対策の効果を把握するため着色

砂を用いた水理模型実験を実施した． 

② 河川の湾曲部に設置する流木捕捉施設の施設形状を設定するため水理模

型実験を実施した．また，河川湾曲部の流木の挙動を把握するため準 3次元

河川流れの計算モデルと個別要素法を用いた 2 次元流木モデルを併用した

流木追跡モデルを提案した． 

 

1.4 論文の構成 

本論文は，土砂と流木の流出・挙動の解明と河床低下対策及び流木対策の効果

検証を目的としており，第2 章から第4 章までを「豊平川流域の土砂流出量把握

と河床低下対策の評価」，第5 章と第6 章を「小本川の流木捕捉工の対策評価と流

木挙動の把握」とする全7 章から構成されている（図 1.12）． 

 

 

 
図 1.12 論文の構成 
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第 1 章では，研究の背景と目的を示し，土砂と流木の流出と挙動の解明及び河

床低下対策と流木対策に関する研究をレビューするとともに，本論文の構成につ

いて述べた． 

第 2 章では，豊平川流域を対象に流域一貫の総合土砂管理の考えに基づきダム・

砂防ダム・本川河道の土砂動態を分析し，豊平川中流部で問題が顕在化している

河床低下との因果関係を示した．また，既往の土砂流出モデル 31）に崩壊地面積に

着目した流域条件の変化を組み込んだ土砂流出モデルを構築し，豊平川の渓流に

適用し，砂防ダムを有する渓流の流域間での流出土砂量の差異や藻岩取水堰の実

績堆砂量との関係性を定量的に評価した．また土砂流出モデルと１次元河床変動

モデルを組み合わせた数値モデルで，河床低下区間の将来予測を行なった． 

第 3 章では，豊平川中流の河床低下が顕著な区間の対策として現在計画 37），38）

されている石組帯工群と樹林化した砂州の切り下げによる効果を把握するため水

理模型実験を実施した．対策工の影響範囲を直接把握するため対策毎に異なる色

の着色砂を敷設し追跡調査した．さらに構造物周辺の安全性を評価するために，

石組帯工直下の着色砂を掘削し，洪水ピーク時の最大洗掘深と洪水減水時におけ

る埋め戻し厚さを直接把握した． 

第 4 章では，岩盤床における橋脚周辺の侵食抑制対策工として，予防保全を念

頭においた新工法のネット 29）に着目してその効果を水理模型実験により把握し，

従来工法（根固めブロック，袋型根固め）と比較・評価し，侵食抑制が期待でき

る工法を選定した． 

第 5 章では，河川の湾曲部外岸に設置する流木捕捉施設に流木を効果的に取り

込むための流入口の位置や形状に着目し，水理模型実験を実施し，効果的な流入

口の位置と施設形状を設定した． 

第 6 章では，河川湾曲部の流木の挙動を把握するため準 3 次元河川流れの計算

モデルと個別要素法による流木モデルを併用した流木追跡モデルを第 5 章で示す

流木捕捉施設に適用し，モデルの有効性を検証した． 

第 7 章では，本研究で得られた成果のまとめと今後の課題と展望を述べ，結論

とした． 
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第2章 流域条件の変化を組み込んだ土砂流出モデル

に関する研究 

 

2.1 概説 
 

一般に河川は流域空間から発生した流水や土砂等数多くの物質を山地から河口

や海域へと輸送する機能を担っている．その中でも山地流域で生産され輸送され

る土砂量を予測することは，治水，利水，河川及び海岸保全等を検討する上で極

めて重要である． 

1998 年に流域を一貫した総合的な土砂管理の概念が提唱 1)されて以降，山地か

ら河口・海岸に至るまでの流砂系一貫の土砂管理が行われるようになり，安倍川

や相模川では総合土砂管理計画が策定されている 2) , 3)． 

本研究対象の豊平川の扇頂部（真駒内川合流付近）は，完新世の扇状地面であ

る札幌面が下刻・側刻を繰り返し古くから流路変動が大きい区間であることが知

られている 4）．そこに上流域で明治 40 年から始まったダム建設や昭和 42 年以降

の砂防ダムの建設によって河道への土砂供給量が減少したことや，昭和 30 年～

50 年代の大洪水による河床砂礫の流出により河床は著しく低下し，岩盤が露出し

ている箇所も見られる．さらに近年は，中小出水に起因する局所洗掘，澪筋の固

定化，砂州発達及び樹林化が進行し，橋脚の根入れ不足や低水護岸の崩壊などの

問題が顕在化している． 

そのため総合的な土砂管理の概念に基づき流域の土砂動態資料を分析し，現在

問題となっている河床低下との関係を定量的に解明し，将来予測のための土砂流

出モデルを構築する必要があるものと考える． 

土砂流出予測モデルは，目的とする時空間スケールや流砂形態に着目し様々な

手法で行われている．芦田ら 5) ,6) によるダム堆砂データに基づいた統計的な手法

では年平均流出土砂量を容易に求められるものの，外力や流域条件が変化する場

合適用が難しい．近年は，地理情報システムやリモートセンシング情報の進展に

伴い，降雨流出モデルと流砂モデルを組み合わせたモデルによる流出土砂量の予

測手法例えば7) ,8) ,9) が提案され始めているものの，システムの複雑さから実務レベル

での利用はまだ少ない．上記 2 つの中間的なモデルとして山口ら 10）は，日有効降

雨から流出土砂量の予測が可能な土砂流出モデルを提案している． 

本研究では，豊平川流域を対象に流域一貫の総合土砂管理の考えに基づきダム・

砂防ダム・本川河道の土砂動態を分析し，豊平川中流部で問題が顕在化している
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河床低下との関係を分析すると共に，山口ら 10）の土砂流出モデルに流域条件とし

て崩壊地面積の変化を組み込んだモデルを構築し，砂防ダムを有する直轄砂防区

域の渓流に適用し，再現性を評価する．また提案する土砂流出モデルと 1次元河

床変動モデルを組み合わせた数値モデルを河床低下区間に適用し，将来の河床変

動を考察する． 
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2.2 流域の土砂動態分析 
 

対象とする豊平川は，源流を小漁山に発し，大小の渓流を集めながら流下して

真駒内川が合流したあたりから扇状地を形成する．ここから札幌市街を河床勾配

1/150～1/300 の急勾配で貫流する幹線流路延長 72.5km，流域面積 902km2 の石狩

川の1 次支川である 11）．豊平川流域の表層地質は，山地流域は安山岩を主体とす

る火山岩類や砂岩，泥岩などの新第三紀の堆積岩類が広く分布し，扇状地付近に

は砂礫などの沖積世の堆積物が分布している． 

次に流域の土砂動態に影響を与えている，ダムや砂防の堆砂実績や本流河道の

土砂動態を分析する． 

 

2.2.1 ダム流域の土砂動態 

ダム事業は，水力発電による電源開発に始まり，定山渓取水堰が明治 40年(1907)

竣工し現在も共用されている．その後，電力需要増加に応えるために，定山渓地

区に一の沢ダムが大正15 年(1926)に，簾舞地区に藻岩取水堰が昭和 11年(1936)に

設置された．さらに，昭和 36 年(1961)，37 年(1962)の洪水を契機に流量改訂が行

われ，豊平川上流に洪水調整・水道・発電を目的とした豊平峡ダムが昭和 47 年

(1972)に，定山渓ダムが平成元年(1989)に設置された．なお，昭和 47 年(1972)には

藻岩取水堰と一の沢ダムの間に砥山ダムが設置されている．このほか水道用とし

て，昭和30 年(1955)に定山渓取水堰を昭和 46年(1971)に白川取水堰を設置してい

る（図 2.1）． 

これら 7 箇所のダム施設のうち図 2.2 に示す 5 箇所のダムで堆砂量調査を実施

している．図 2.3 には5つのダムの年堆砂量の実績を示す．これによると平成 12

年(2000)に最大値 291 千m3を示している．また 5つのダムの堆砂量を各年で合計

し平均すると年間約 87千m3である． 

豊平川流域では，昭和 50 年(1975)，昭和56 年(1981)，平成13 年(2001)に日降水

量で 100mm を超える大きな出水があった．藻岩取水堰は，昭和 56 年(1981)に大

きな流入土砂量36 千m3が観測されている．その後昭和 58 年(1983)には大きく堆

砂量が減少（-25 千m3）しており，洪水時に洪水吐きゲートを開放したことで下

流へ土砂流出があったと考えられるが，その土砂量は調査されていないので不明

である． 

豊平峡ダムでは，昭和 56 年(1981)の堆砂量は特に大きなものとなっていない．

さらに平成 3 年(1992)以降は流入土砂量が小さい年が続いたが，平成 12 年(2000)

には最大の流入土砂量を記録している．定山渓ダムでも平成 12 年(2000)に最大流

入土砂量を記録している． 
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また砥山ダムと藻岩取水堰は洪水吐きゲート，一の沢ダムは排砂水路を有して

おり，堆砂量が減少している年がある．これは，貯水池に堆積した土砂が洪水流

とともに下流へ流出したためと考えられる． 

ダムの平均年比流出土砂量を全国の河川と比較すると豊平川の 5 つのダムは④

～⑤の間に入るものが多く，比流出土砂量の少ない中国地方と同程度の流出土砂

量であることが確認できる（図 2.4）． 
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図 2.1 豊平川流域の概要（利水ダムと河道の状況） 

 

 

 

図 2.2 豊平川流域で堆砂量調査を実施している利水ダムの位置 
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図 2.3 5つのダムの堆砂量の経年変化 

 

 

図 2.4 流域面積と年平均比流出土砂量の関係 

（芦田ら5）に豊平川の5つのダムを追記） 
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2.2.2 砂防ダムの土砂動態 

砂防事業は，昭和 34 年(1959)から 40 年(1965)にかけて集中した土砂災害により

昭和42 年(1967)に最初の砂防施設が竣工されて以来，新藻岩橋基準点より上流の

直轄砂防区域（流域面積 622km2）には10 渓流に砂防ダムが 39 基，床固工群が 4

個所，遊砂地が2個所に設置されている（図 2.5）．砂防ダムの流域面積は69.7km2

（各渓流の最下流に設置してある砂防ダムの流域面積合計），砂防ダムと遊砂地

の計画貯砂量は合計で963,700m3（砂防ダム 945,300m3，遊砂地18,400m3）である． 

このうち39 基の砂防ダムでは平成 13 年(2001)に一斉に堆砂量調査を実施して

おり，その結果をダム完成以降の年平均堆砂量と計画堆砂量に対する比率として

図 2.6 にまとめた． 

年平均堆砂量をみると，簾舞川流域での値が非常に大きくなっており，ついで

真駒内川の一部の砂防施設で比較的大きな値を示している．その他の施設では年

堆砂量は，ほとんどが 500m3以下となっている．計画堆砂量に対する比率をみる

と，比率が高いのが中の沢ダムの 1～10 号のダムであり，ほとんどの施設で 90％

以上の堆砂率となっている．その他，簾舞川，滝の沢川，北の沢川，真駒内川で

比較的堆砂率が大きな施設が見られた． 

なお，このデータからはいつの段階で土砂が堆積したのかを把握することはで

きない． 
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※1：直轄砂防区域の10渓流には39基の砂防ダムを設置し土砂災害を抑制． 

※2：1981年洪水で市街地に土砂が流れ込む等の被害を契機に砂防施設を増設． 

図 2.5 豊平川流域の主な砂防施設 

 

 

図 2.6 砂防施設の堆砂状況（2001年調査）  
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2.2.3 河道の土砂動態 

豊平川はKP21.4 より下流区間が北海道開発局，上流区間を北海道が管理してい

るため測量調査年が異なっている．そこで豊平峡ダム直下流から石狩川合流点ま

での全区間の測量資料が揃っている昭和 56 年9月洪水前（KP0.0～KP21.4 は昭和

56 年7 月測量，KP21.6～KP50.0 は昭和53年測量）と平成 18 年(2006)の横断測量

資料より200m 間隔の河床変動量を算出し，図 2.7 の土砂収支縦断図に示す． 

これによると河道全体の土砂収支は，堆積量が 406.7 千 m3 に対して低下量が

844.5 千 m3で低下量が 437.8 千 m3上回っている．特に KP17.4（8 号床止）から

KP25.0 に至る区間の河床低下量は 551 千m3であり，年平均に換算すると 2 万m3/

年の低下量となり際立って大きいことが分かる．この河床低下区間では，砂礫の

流出により河床材料の粗粒化が見られており（図 2.8），さらに近年は，中小出水

に起因する局所洗掘，澪筋固定化，砂州発達及び樹林化が進行し，橋脚の根入れ

不足や低水護岸の崩壊等の問題が顕在化している 12）． 

図 2.9 は昭和 53 年(1978)に撮影された KP22.0 付近の河床砂礫の堆積状況であ

る．2017 年に撮影した写真を見ると低水路の澪筋付近の砂礫が流失し，所々岩盤

が露出しているのが確認できる． 

 

 

 

 

 

図 2.7 1978年から2006年まで28年間の河床変動量の縦断図 
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図 2.8 KP22 地点の河床材料の粒径加積曲線図 

 

 

図 2.9 KP22付近の河床砂礫の変化状況 

（上：1978年撮影，下：2017年撮影） 
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2.3 土砂流出モデルの適用 
 

流域の土砂動態と河道の河床低下との関係を定量的に解明し，将来予測のため

の土砂流出モデルを構築する．本研究では，山口ら 10）が提案する土砂流出モデル

に流域条件の変化として崩壊地面積 Af を新たに組み込み豊平川の砂防渓流に適

用する． 

 

2.3.1 土砂流出モデル 

山口ら 10）による土砂流出モデルは，日有効雨量により流出土砂量を推定するも

ので次式に示す． 

 

    5
9

10
3

20
9

10
3

Resinsin 21 AKV m        (1) 

ここに，V は流出土砂量[m3]，Km は土砂流出係数[m0.6]，A は流域面積[×106m2]，

θ1 は流域平均斜面勾配[度]，θ2は幹線河道勾配[度]，Re は日有効雨量[m/day]で

あり山口ら 10）の提案式より算出する．なお各渓流の流域平均日雨量は周辺の雨量

観測所の観測雨量を用いてティーセン法により算出する． 

 

山口ら 10）は(1)式からダムで実測した堆砂量 V を用いて土砂流出係数 Km を同

定して求め，その結果から流域毎に Km の値が 100～102 オーダーの違いが見ら

れることから流域間の地質の違いに着目し，地質を圧縮強度σと吸水率ωで定量

化して表し，さらに河道を土砂の発生源として考えた土砂流出係数Kmの関係式

を提案している（以後，従来モデルと呼ぶ）． 

        (2) 

ここに，Arは河道面積[m2]，ρは土粒子の単位体積重量[=2.65t/m3]，wは岩石の吸

水率[%]，σは岩石の圧縮強度[t/m2]である．河道面積 Ar は山口ら 10）の提案式よ

り，地質別の岩石の吸水率と圧縮強度は上野ら 13）の研究より設定する． 

 

(2)式は土砂の発生源とされる斜面崩壊，土石流や崖崩れなど崩壊地の拡大によ

って同一降雨であっても流出土砂量が異なるという流域条件の変化を表現できな

い．そこで新たに堆砂量調査を実施（図 2.6 など）している砂防ダムや多目的ダ

ムの実績堆砂量等から係数Km を同定し，土砂流出係数Km を推定する方法とし

て崩壊地面積Afを組み込んだ関係式（以後，提案モデルと呼ぶ）を考えた．土砂

生産源は，①斜面崩壊，②地すべり，③土石流など様々であり，それぞれ土砂生
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産量も異なると考えられるが，本研究ではこれらを総じて航空写真等から判読で

きる崩壊地面積 Af としてモデルに組み込んだのが図 2.10 の関係から求めた(3) 

式である．これによると土砂流出係数Km はバラツキがあるものの，観測結果を

概ね表している． 

 
6.0

454.77 



















w
ArAfKm           (3) 

ここに，Afは崩壊地面積[m2]である． 

 

提案する土砂流出モデルは，対象流域を均一な斜面勾配と河道勾配を有する矩

形流域で模擬して，降雨によって土砂発生源が侵食・土砂化し，ダムの堆砂域な

ど下流端まで流出するという考えのモデルである（図 2.11）． 

なお本研究で使用する崩壊地面積は，昭和 51年(1976)，昭和57(1982)・58(1983)

年，平成7(1995)・8(1996)年の3 期に渡って撮影された空中写真より平面積を計測

したもので，これにより昭和 56 年(1981)洪水による崩壊地の拡大及びその後の崩

壊地の減少を表すことができる．また流域の斜面勾配，表層地質は石狩川流域ラ

ンドスケープ情報 14）より1km メッシュで取得できる（図 2.12）． 

 

2.3.2 計算条件 

解析対象の渓流は，図 2.13 に示す直轄砂防区域の 12 渓流とする．このうち砂

防ダムが無い渓流は，盤の沢川，百松沢川及び一の沢川の 3 渓流である．計算条

件を表 2.1 に示す．計算は砂防ダム流域とダム下流域に分けており，斜面勾配，

地質因子などは流域毎に平均した値を用いる． 

計算期間は，1 次元河床変動モデルと組み合わせることを考慮し，豊平川全区間

の横断測量データが存在する昭和 53 年(1978)から平成 18 年(2006)までの 28 年間

とした． 
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図 2.10 提案モデルによる土砂流出係数Kmと    / ArAf  

 

 

 

 

図 2.11 提案するモデルによる土砂流出のイメージ 
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図 2.12 流域の斜面勾配と表層地質（1kmメッシュ） 
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図 2.13 解析対象12渓流の平面位置 

 

表 2.1 解析対象12渓流の計算条件 

 

  

流域面積 斜面勾配 河道勾配 河道面積 流域面積 斜面勾配 河道勾配 河道面積 1976年 1982・83年 1995・96年 圧縮強度 吸水率

A〔km
2
〕 θ 1〔度〕 θ 2〔度〕 Ar〔m

2
〕 A〔km

2
〕 θ 1〔度〕 θ 2〔度〕 Ar〔m

2
〕 Aｆ〔m

2
〕 Aｆ〔m

2
〕 Aｆ〔m

2
〕 σ （t/m

2
） ｗ（％）

一の沢川 7.12 ― ― ― ― 7.12 21.9 2.568 56,659 22,950 33,350 9,147 2,116 13.26

百松沢川 14.00 ― ― ― ― 14.00 22.2 4.423 111,408 13,450 51,294 59,612 3,053 9.30

滝の沢川 5.47 4.60 21.1 5.880 36,605 0.87 18.6 4.556 6,923 20,750 31,400 21,432 2,613 12.15

盤の沢川 6.70 ― ― ― ― 6.70 19.3 3.971 53,317 22,990 45,402 49,008 2,770 10.71

簾舞川 24.80 23.10 18.4 4.119 162,624 1.70 18.2 3.678 11,968 77,150 161,721 58,206 3,029 10.16

野々沢川 5.00 2.20 17.3 3.905 17,507 2.80 12.5 3.387 22,282 4,150 6,611 636 1,637 13.78

オカバルシ川 7.53 4.10 14.9 3.441 32,627 3.43 12.9 2.418 27,295 4,700 18,689 4,112 1,887 13.38

穴の川 6.31 1.40 14.6 4.155 11,141 4.91 10.8 1.206 39,072 2,250 4,100 2,100 1,474 14.80

南の沢川 6.63 1.85 15.1 7.158 14,722 4.78 12.6 2.442 38,038 650 3,400 1,491 2,184 12.15

中の沢川 7.82 5.70 16.3 4.837 45,359 2.12 13.4 2.867 16,870 2,100 12,500 5,946 2,680 10.73

北の沢川 7.46 2.70 19.1 5.075 21,486 4.76 13.5 2.315 37,879 850 1,900 226 2,404 11.62

真駒内川 37.34 24.70 16.4 4.831 196,555 12.64 13.6 2.535 100,585 76,000 125,200 42,527 2,141 12.87

ダム下流域の諸元砂防ダム流域の諸元

流域面積

Ａ〔km2〕

地質因子崩壊値面積
　　　諸元

渓流名
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2.4 結果の検証 
 

計算結果を渓流間で比較するために年平均比流出土砂量を算出し図 2.14 に示

す．これによると簾舞川が最大で約 1,200m3/km2/年の比流出土砂量を示し，真駒

内川や藻岩山周辺の北の沢川，中の沢川，南の沢川の順に流出土砂量が多いと予

測された． 

流出土砂量が最も多い簾舞川の 1978 年～2006 年までの年流出土砂量を砂防ダ

ム堆砂分と豊平川に流出する土砂量に分けて図 2.15 に示す．簾舞川は流域面積

の約9 割を3 基の砂防ダムが占めている． 

これによると昭和 56 年洪水があった 1981 年には崩壊地面積の拡大と総降雨量

が最大値を示しており，この年の流出土砂量が際だって大きく約72千m3であり，

そのうち約9 割の土砂がダムに堆砂したものと再現された． 

次に再現結果を検証するために簾舞川に設置している 3 基の砂防ダムの堆砂実

績と従来モデルと提案するモデルによる計算結果を比較した（図 2.16）．最も堆

砂量が多い御料ダムは1971 年に完成しており，2001 年までの実測堆砂量が 17 万

m3に対して，提案モデルが 16 万m3，従来モデルが 14 万m3で提案モデルの方が

実測堆砂量を概ね表していることが分かった． 

豊平川へ直接流入する再現土砂量の妥当性を直接検証できるデータがないため，

図 2.13 に示す藻岩取水堰と砥山ダムの中間に流入する 3 渓流（簾舞川，盤の沢

川，滝の沢川）の計算結果の合計値と実績堆砂量を比較し図 2.18 に整理した．ま

た上流に在る砥山ダムは出水時には濁水を放流するものの，ダム堆砂の粒径分布

を見ると 2mm 以下の細粒分しか存在しないことから，藻岩取水堰の堆砂量には

ほとんど関与していないと考えた． 

図 2.18 より豊平川で大きな出水があった昭和 56 年(1981)などで 3 つの渓流か

ら流入した土砂量の影響が大きいことが伺える．また従来モデルの計算結果は提

案モデルよりも2 割程度土砂量が少ないことから，本研究で提案するモデルの方

の再現性が良いと考えられる． 
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図 2.14 12渓流の年平均比流出土砂量 

 

 

(a) 崩壊地面積 

 

(b) 簾舞御料観測所の5月から12月までの総降雨量 

 

(c) 簾舞川の年流出土砂量 

図 2.15 簾舞川の崩壊地面積，総降雨量と年流出土砂量の経年変化 
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(a) 再現結果の検証     (b) 簾舞川の砂防ダムの位置 

図 2.16 砂防ダムの2001年の堆砂実績と再現結果の検証 

 

 

図 2.17 砥山ダムと藻岩取水堰の堆積土砂の粒径加積曲線図 

 

 

図 2.18 藻岩取水堰の堆砂実績と3渓流の合計土砂量 
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2.5 河床低下区間の評価 
 

図 2.7 に示した通り，KP17.4 から KP25.0 の区間では著しい河床低下が進行し

河川構造物に対して治水安全度低下が懸念させる等の課題があることが分かった．

本研究で提案する土砂流出モデルと１次元河床変動モデルを組み合わせた数値モ

デルにより，KP17.4～KP25.0 までの河床低下区間の将来予測を行なう． 

 

2.5.1 1次元河床変動モデル 

本研究で用いる河床変動モデルは，河川の縦断方向の土砂収支のアンバランス

を要因とする大規模な河床変動を予測する手法として多用されているモデルであ

る 15)，16)．1 次元の非定常流れの連続式を(4)式に，運動方程式を(5)式に示す． 

                       (4) 

               (5) 

ここで， は時間， は流下方向距離， は断面積， は流量， は重力加速

度， は断面平均流速， は水位， はエネルギー勾配である． 

水位の計算は，定常不等流として求めるものとし，上式を差分化した次式を用

いる。 

        (6) 

ここで， はエネルギー補正係数，添字 はそれぞれ上流側，下流側の値で

あることを示す． 

 

複合断面の場合の流れの計算は低水路と中水敷や高水敷で抵抗が異なるため 

(6)式中のエネルギー補正係数αは井田の方法により次式で求める． 

              (7) 

ここで，添字 1～5 はそれぞれ左岸高水敷，左岸中水敷，低水路，右岸中水敷，

右岸高水敷の値であることを示す．不等流計算では，上式により求まった流量，

河道形状およびその他条件（粗度係数など）のもとで下流端水位を境界条件とし

て標準逐次計算を適用して水位や流速などの水理量縦断形を得る．また勾配や断

面の急変点などで射流が現れる場合は，限界水深に置き換えて計算を進める． 
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掃流砂量式は次式の芦田・道上 17）の式を用いる． 

         (8) 

ただし， は砂粒子の粒径，下付き添え字 は混合における粒径 の粒子に対す

る物理量であることを示す． は粒径別単位幅掃流砂量，s は砂の水中比重，

は粒径 の粒子が河床（交換層）に存在する割合， は粒径別無次元掃流力（河

床せん断力）（ ）， は粒径別無次元有効掃流力（有効河床せん断力）

（ ）， は有効摩擦速度で次式により求める． 

              (9) 

さらに，（8）式において は粒径別無次元限界摩擦速度，（ ），

は粒径別限界摩擦速度であり以下のEgiazaroff･浅田 18）の式で求める． 

               (10) 

ただし， は河床材料の平均粒径（ ）， は に対する限界摩擦速度

であり，岩垣 19）の式で求める． 

浮遊砂の河床からの浮上量は板倉・岸 20）の式で求める． 

        (11) 

        (12) 

ただし， は粒径別浮遊砂の単位面積当たりの河床からの浮上量， は粒径別

浮遊砂の沈降速度でありRubeyの式21）で求める．また， ， ，

， ， は浮遊粒子の密度， は水の密度である． は遮蔽効

果を考慮して岸・黒木 22）による次式で求める． 
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                   (13) 

                   (14) 

ただし， = 0.143， ， である． は粒径 の

均一粒径の場合の限界摩擦速度で岩垣の式より求める． 

粒径別浮遊砂濃度の連続式は次式で表わされる． 

             (15) 

ここで， は河床付近の粒径別浮遊砂濃度， は水深平均の粒径別浮遊砂濃

度， は支川等からの横流入浮遊砂量の粒径別水深平均濃度である． 

上式中の と の関係は以下に示す指数型の分布式により求める． 

                 (16) 

ただし， ， ， は河床からの距離， は水深平均の拡散係数

（ ）， はカルマン適定数（=0.4）， は河床から の距離における粒径

の粒子の濃度である． 

は（16）式を河床から水面まで積分することにより次式となる． 

          (17) 

（17）式が（15）式中の と の関係である． 

混合粒径における粒径別流砂の連続式は交換層における粒径別の流砂の交換，

河床の変動および河床変動に伴って新たに交換層に加わる粒径分布を考慮し次式

で表わされる． 

   (18) 
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ただし， は河床高， は交換層（河床材料と流砂の交換が行われる層）の厚さ，

は河床材料の空隙率， は粒径別横流入掃流砂濃度である．河床低下

（ ）の場合には交換層内の粒子と原河床（交換層より下の河床）の粒

子が交換されるため河床の粒度分布を考慮する必要がある． 

全流砂の連続式は全ての粒径の流砂の交換を考慮し次式で表わされる． 

          (19) 

ただし， は粒径別の量を合計した量であることを示す． 
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2.5.2 計算条件 

計算条件は，表 2.2に示すとおり河道形状，河床材料のデータが揃っている2006

年（平成 18 年）を初期条件とし，1997 年から 2006 年までの過去 10 年間の実績

流量と降雨量を3 回繰り返すことで 30 年後の河床高を予測することとした． 

計算区間は，図 2.19に示すとおり藻岩取水堰（KP31.2）から雁来観測所（KP11.1）

の区間とし，支川からの土砂流出量は提案モデルによる計算結果（図 2.20 参照）

を与え，粒径分布は実測値とした．また，上流端とした藻岩取水堰の貯水池には

掃流砂が全量堆積するものとし，浮遊砂成分のみ下流へ流出するものとした． 

 

 

 

 

図 2.19 計算対象区間の模式図 

 

表 2.2 計算条件 
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図 2.20 提案する土砂流出モデルによる対象6渓流の年流出土砂量 

 

 

図 2.21 藻岩取水堰から供給する粒径別の浮遊砂量 
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2.5.3 予測結果 

河床変動計算による 10 年毎の河床縦断図と初期河床からの変化高の縦断図を

図 2.22 に示す． 

藻岩取水堰より下流区間では KP21 から 8 号床止上流区間まで数十 cm オーダ

ーの河床低下傾向（30年後には平均で 0.5m，KP20.6 で最大0.79cm の低下）を示

しており，河床材料は細粒分の抜け出しによって粗粒化する結果が得られた（図 

2.23 参照）． 

砂防基準点（新藻岩橋）を通過する粒径別年流砂量を浮遊砂と掃流砂量に分け

て図 2.24 に示す．これによると流砂量は 10 年周期で多くなる傾向を示し，予測

期間の中では流量の大きな 10 年，20 年，30 年後の流砂量が多くなった．経年的

に流砂量が多くなる原因としては，KP17.4～KP21.0 区間の河床低下が年々進行し

下流へ流出する土砂量が経年的に多くなったものと考えられる．この河床低下は

河床縦断図からも読み取れる． 
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(a) 河床高縦断変化図 

 

(b) 初期河床からの変化量縦断図 

 

図 2.22 河床変動計算による河床高縦断変化図 

 

 

図 2.23 河床低下区間（KP18，KP20）の粒径分布の変化  
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(a) 総流砂量（浮遊砂量，掃流砂量） 

 

(b) 粒径別の浮遊砂量 

 

(c) 粒径別の掃流砂量 

 

図 2.24 河床変動計算による砂防基準点（新藻岩橋）を通過する 

粒径別の流砂量の経年変化  
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2.6 第２章のまとめ 
 

本研究で得られた知見を以下に列記する． 

(1) 豊平川流域には，ダムや砂防が数多く建設されていて毎年数万m3オーダー

で堆砂が進行し，下流河道に何らかの影響を及ぼしている．洪水吐きゲー

トを有するダムは，洪水流とともに土砂を下流へ流している．しかしその

土砂量は不明である． 

(2) 豊平川の中流部（KP17.4 から KP25.0 区間）では，著しい河床低下が見ら

れ，河床砂礫の粗粒化や一部岩盤が露出し現在も侵食が進行している． 

(3) 土砂生産源として崩壊地面積の変化を組み込んだモデルを構築し，直轄砂

防区域の 12 渓流の再現計算を行ない，砂防ダムや藻岩取水堰の堆砂実績と

比較しモデルの有効性が確認できた． 

(4) 本研究で提案する土砂流出モデルと河床変動モデルを組み合わせた簡易な

モデルにより河床低下区間の将来予測を行なった結果，KP17.4 からKP21.0

区間では河床低下が進行し河床材料が粗粒化する予測結果が得られた． 

(5) なお河床変動モデルの構築にあたり，河床低下区間の一部で確認された岩

盤の取り扱いに注意する必要がある．例えば，KP23 付近にはニックポイン

トと呼ばれる滝のような遷急点が有り 9 年で約 5m 上流に移動したという

報告 23）がある．これを砂礫床のみを取り扱う河床変動モデルでは再現でき

ないため岩盤侵食を考慮したモデルが必要である． 

 

謝辞：本研究にあたって，2017 年 3 月に亡くなられた故山口甲元北海学園大学

教授には多くのご助言，ご指導を頂きました．ここに期して謝意を表します． 
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第3章 河床低下対策の効果検証に関する水理模型実

験 

 

3.1 概説 
 

高度成長期以降，治山・砂防事業，治水事業，水資源開発事業等により上流域

からの土砂供給量の減少，砂利採取や河道掘削による直接的な改変により河床低

下傾向となっている河川が増加しており，さらに河床低下が進行することで治水

安全度低下（低水護岸の機能喪失等）や河川環境への悪影響（産卵床減少等）等

が顕在化しており，早急な対応が求められている 1），2），3）． 

豊平川では昭和 25 年～昭和 48 年にかけて急流河川特有の河床低下に伴う低水

護岸や既設工作物の保護を目的とした床止め群の整備，昭和 46 年からは流路の

安定化を目的とした河道の複断面化及び高水敷の造成といった様々な整備が行わ

れてきた．その後 6・7号床止より上流区間では，昭和 57 年頃から河床低下が進

行し，特に KP17.4 の 8 号床止より上流区間では，湾曲部内岸の砂州上の樹林化

の進行とともに対岸の局所洗堀が著しく，低水護岸の機能低下，根固めブロック

の破壊・流失，橋脚基礎部の露出など構造物の安全性が損なわれており適切で効

果的な対策が急がれる． 

第 2 章で示したとおり KP17.4～KP21.0 区間では今後も河床低下の進行が懸念

されることから，現況河床高の維持を目標として，石組帯工群の配置と樹林化し

た砂州の切り下げなどの複合的な対策工を検討している 4)． 

本研究では，河床低下が著しい区間を含むKP16.4～KP22.2 区間を対象に現地縮

尺1/40 の河道模型を製作し，河床低下対策として計画している①石組帯工群と②

固定化した砂州の切り下げ対策の効果を検証する目的で水理模型実験を行った． 
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3.2 豊平川の現状 
 

豊平川における河川整備は，札幌市街地の発展とともに行われてきた．明治 14

年の現況河道なりの堤防整備に始まり，昭和 25年～昭和48 年にかけて急流河川

特有の河床低下に伴う低水護岸や既設工作物の保護を目的とした床止め群の整備，

昭和 46 年からは札幌市の都市化に伴う河川空間の利用促進や堤防の保護，流路

の安定化を目的とした河道の複断面化及び高水敷の造成といった様々な整備が行

われてきた． 

8 号床止より上流区間(KP17.4～KP21.4)は，河床勾配 1/160 の急流区間となって

いるが，床止工などの横断工作物による河床低下を抑制する対策は実施していな

い．また，五輪大橋付近（KP21.4）から上流域では，かつて砂礫に覆われていた

が，現在は一部の河床表層に砂礫が残存しているものの岩盤が露出した状況とな

っている（図 3.1）． 

昭和56 年頃までの低水護岸整備後，昭和 56 年8 月出水を経て，河道内の堆積

土砂で形成される寄州と澪筋の比高差が拡大し，砂州上の堆積と対岸の洗掘の進

行により流路が固定され，砂州上への冠水頻度が低下し樹林化を促進した（以降，

二極化）． 

図 3.2 に昭和 56 年洪水前の河床高（昭和 46・47 年測量）に対する最深河床高

の縦断形の経年変化を整理した．二極化の進行によって最深河床高は経年的に低

下傾向を示し，南 22 条橋や新藻岩橋では橋脚基礎まで達していることがわかる． 

図 3.3 に示す通りKP19.8 周辺は，二極化の進行により流路が固定され，砂州上

への冠水頻度も低下し砂州上の樹林化を促進させている． 

床止め上流区間は過去の洪水により河岸侵食が生じたことから河岸を護岸で防

御している．護岸整備箇所では前面の河床低下により洪水時に護岸の被災が生じ

た場合，堤防が決壊に至る可能性があり，その場合札幌市街地に甚大な浸水被害

が生じる．その対策として昭和 62 年から護岸基礎を継ぎ直す工事（根継ぎ護岸）

を継続的に実施している 4）． 
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(a) 藻南公園より下流部の河床低下と露岩状況（KP22.2 付近） 

 

 

(b) 五輪大橋直下流部の露岩状況（KP21.5 付近） 

 

図 3.1 砂礫が流出し岩盤が露出している状況（2019年） 
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(a) 最深河床高の縦断図 

 

 

(b) 最深河床高の基準年からの変化高の縦断図 

 

図 3.2 KP16.0からKP21.4区間における基準年（昭和46・47年）からの 

最深河床高の縦断形の変遷 
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(a) 砂州上の樹林化と局所洗掘箇所の様子 

 

（洗掘箇所に洪水流が集中しさらに洗掘が進行する） 

(b) 砂州上の樹林化と局所洗掘進行のイメージ 

 

(c) KP19.8地点の横断形状の変遷 

 

図 3.3 砂州上の樹林化と局所洗掘の進行状況 
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3.3 河床低下対策の水理模型実験 
 

KP17.4（8 号床止）より上流区間における河床低下対策を進めるにあたって，大

型模型実験（1/40 縮尺）により対策工の効果を検証する．豊平川における河床低

下対策としては，現状の応急的な対策として，河床の低下に合わせて低水護岸の

機能を損失する箇所を根継ぎする護岸根継ぎ，河床低下を抑制する対策として，

現況の河床高を維持するための帯工設置，床止めを設置することにより土砂を捕

捉し河床低下を抑制する床止工設置が考えられる． 

既往検討 5）より帯工設置案は，根継ぎ箇所が少なるため対策効果が高く，さら

に，落差が生じないため魚類の移動等環境への影響も少なく有効であることから

対策工として選定されている．また，二極化が進行し経年的に河床低下が進行し

ている KP19.4～20.2 区間の湾曲部については，複合的な対策として湾曲部内岸

（左岸側）の樹林化した砂州を切り下げることとしている 5）． 

これまでの数値シミュレーションでの検討結果から図 3.4に示すように，現在

施工済みの石組帯工2基に新たに5基の石組帯工を設置し，KP19.4～KP20.2右岸の

樹林化した固定砂州を掘削し切り下げることで，将来の河床低下を抑制できると

考えられている． 

 

 

 

※図中，青表記が現在設置済みの対策工で，赤表記が計画中の配置案 

 

図 3.4 河床低下対策工の配置案 
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3.3.1 実験施設の概要 

大型模型水路は，寒地土木研究所が所有する石狩水理実験場に製作し，実験装

置の縮尺は歪みのないフルード相似則に基づく1/40 の縮尺模型で，水路の延長は

約150m，水路幅（堤間）は約 4m である．横断方向は堤防間，縦断方向は河床低

下対策の対象区間（KP17.4～KP21.2）を含むKP16.5(6・7 号床止上流)～KP22.0 と

し，KP21.0 に合流する延長 10m の真駒内川を含めて模型を製作した（図 3.5）． 

堤防と高水敷をモルタルで固定し，河床部には現地と相似になるよう粒度調整

した河床材料を敷き詰め，岩盤が露出した区間（KP21.2 より上流区間）の河床部

は洗掘しない岩盤床としモルタルで製作した．また，河床変動に影響を与える河

道内の構造物である橋脚及び床止工模型は木材で製作し，帯工本体模型は現地石

組み構造を模して板材に礫をアーチ状に貼り付け，護床工模型は根固めブロック

と同等な機能を有する形状で製作し，これを針金で連接して屈撓性を有する構造

のブロック群模型を敷設した（図 3.6）． 

水理模型実験は，①現況対策（図 3.4による青表記の帯工③，④及びKP18.5 か

ら18.8 区間の砂州切り下げ）と②複合対策（図 3.4 による赤表記の石組帯工 5 基

及びKP19.4 からKP20.2区間左岸の砂州切り下げ）の 2 ケース実施した． 

 

3.3.2 実験条件 

実験条件を表 3.1，フルードの相似則を表 3.2にまとめて示す． 

対策工検証実験では，長期的な河床変動の進行過程と，短期的（洪水時）な河

床変動が把握できるように実験流量を設定した．長期的な河床変動を把握する場

合，比較的出水頻度の高い流量条件の定常流実験による検討が実施される 1），6）こ

とから平均年最大流量を現地で 30 年間に相当する 48 時間通水することとした． 

この実験時間の 48 時間とは，現地で 30 年間に流れる総流砂量と平均年最大流

量で流れる流砂量を等流計算で算出し，フルードの相似則（表 3.2 参照）で縮尺

換算した時間である．その後，整備計画目標流量（河川整備基本方針で定めた目

標に向けて段階的に整備を進めて，戦後最大規模の洪水を安全に流すことを目標

とする流量）を通水し，大規模出水による対策の効果と影響を確認することとし

た．また整備計画目標流量における実験流量は，実験対象区間の代表粒径での無

次元掃流力τ＊が 0.05 以上となる 400m3/s 以上の流量を対象に実験流量ハイドロ

グラフを設定した． 

初期河床高は平成 27 年測量の横断形状とし，河床材料は平成 23 年出水前後の

調査結果より平均的な粒度分布形を全区間に与えた．なお，河床低下対策工とし

て現地で施工済みの KP19.06 と KP19.38 の石組帯工 2 基及び KP18.5～18.8 右岸

の砂州切り下げは，現況対策の実験に反映している．  
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3.3.3 計測の方法とタイミング 

実験は，平均年最大流量相当（流量 482.5 m3/s）を定常流で48 時間（16時間通

水すると現地で10 年間に相当し，それを3 回通水する）流し，その後，整備計画

目標流量（ピーク流量1,818m3/s）を非定常流で5 時間流した（図 3.7）． 

流砂の発生源を特定するために対策工毎に異なる色に着色した砂礫を河床に設

置し，通水中に着色された砂礫の流下過程や分散の特性を把握するため写真とビ

デオ撮影で監視した．大規模洪水時には，局所洗掘により橋脚の安全性の低下が

懸念されるため，橋脚前面の河床に金属棒を刺し，これに通したリングを初期河

床面に設置し，洪水後にリングの深さを計測した（以後，リング法）．また，通水

前後に河床高の3 次元点群データを取得し，河道全体の河床変動量を定量化し，

長期的かつ大規模洪水時における河道の安定や対策の効果を検証した． 
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表 3.1 河床低下対策の実験条件 

 

 

 

表 3.2 水理模型実験のフルードの相似則 

 

  

項目 実験条件 備考

初期条件 河床形状 平成27年測量成果 最新測量成果

河床材料 平成23年の平均 全区間同一材料

上流端条件 流況 ①定常流＋②非定常流

流量
①平均年最大流量（30 年間相当）
②整備計画目標流量相当（1 洪水）

流量観測所 雁来（KP11.10）

給砂量 豊平川、真駒内川ともに給砂なし

対策工条件 対策工
①無対策：帯工2基＋砂州切り下げ
②複合対策：帯工7基＋砂州切り下げ

その他 支川合流 真駒内川 真駒内川合流前後の計画流量配分比

河川工作物 橋脚、床止工、樹林帯等 8号床止は改修後形状
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図 3.5 真駒内川合流点付近の模型実験の様子 

 

 

図 3.6 現地で施工された石組構造の帯工を縮尺1/40模型で再現 

 

 
図 3.7 実験流量と各種計測のタイミング  
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3.4 結果と考察 
 

3.4.1 河床変動 

平均年最大流量 48 時間通水後（現地 30 年相当）では，二極化が進行し経年的

に河床低下が進行している湾曲部の河床変動量をみると，複合対策は現況の対策

に比べて約52 千m3（15％程度）河床低下を抑制できた（図 3.8，図 3.10）．また，

上流部でも同様に河床低下が抑制され，石組帯工⑥上流の新藻岩橋及び帯工⑦上

流の藻岩上の橋において河床低下を抑制し対策工としての有効性が確認できた． 

一方，複合対策により石組帯工を複数設置し上流から流出する流砂を抑制した

ことで，ミュンヘン大橋や南 22 条大橋付近では若干河床低下が生じているもの

の，検討区間全体では約 44 千m3河床低下を抑制することが分かった． 

整備計画目標流量通水後には，検討区間全体では約65千m3河床低下を抑制し，

湾曲部についても約 43千m3河床低下を抑制する結果となった（図 3.9，図 3.11）．

ただし，湾曲部外岸側での洗掘及び内岸側での土砂堆積が生じ，河川横断上比高

差が生じる結果となった．また，藻岩上の橋上流から真駒内川合流点付近までの

帯工対策を実施していない区間において著しい河床低下が生じた． 

平均年最大流量（30 年相当）流下後と同様に湾曲部より下流のミュンヘン大橋

及び南 22 条大橋については河床低下が進行する結果となった．対策工実験にお

ける帯工⑥下流の KP20.3 について，平均年最大流量（30 年相当）流下後で下流

の砂州の影響を受け澪筋が偏り，流れの集中による局所洗掘が確認された． 

現況対策での河床低下が著しい新藻岩橋周辺（KP20.39）について，対策工にお

ける整備計画目標流量流下後の最深河床低下量は現況対策に比べ，0.65m 程度河

床低下を抑制する効果が見られたが，橋梁橋脚部ではフーチング基礎高（標高

53.11m）以下の洗掘が確認された（図 3.12）． 
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(a) 現況対策（現況対策：石組帯工 2 基＋砂州切り下げ）

 

(b) 複合対策（石組帯工7 基＋砂州切り下げ） 

図 3.8 平均年最大流量通水後（現地で30年間に相当）の初期河床高からの変動

高コンター図（赤が堆積，青が洗掘） 

 

 

(a) 現況対策（現況対策：石組帯工 2 基＋砂州切り下げ）

 

(b) 複合対策（石組帯工7 基＋砂州切り下げ） 

図 3.9 整備計画目標流量通水後の初期河床高からの変動高コンター図（赤が堆

積，青が洗掘）  
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(a) 現況対策（現況対策：石組帯工 2 基＋砂州切り下げ） 

 

(b) 複合対策（石組帯工7 基＋砂州切り下げ） 

 

図 3.10 平均年最大流量通水後（現地で30年間に相当）の河床変動量 

 

 

 

(a) 現況対策（現況対策：石組帯工 2 基＋砂州切り下げ） 

 

(b) 複合対策（石組帯工7 基＋砂州切り下げ） 

 

図 3.11 整備計画目標流量通水後の河床変動土砂量 
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(a) 平均年最大流量通水後（現地で 30 年間に相当）の河床状況 

  

(b) 整備計画目標流量後の河床形状 

 

図 3.12 実験終了時の新藻岩橋周辺の河床状況 
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3.4.2 着色砂の分散・移動状況 

流砂の発生源を特定するために対策工毎に異なる色に着色した砂礫を河床に設

置し，通水中に着色された砂礫の流下過程や分散の特性を把握するため空中写真

と目視で着色砂を追跡調査した．着色砂は，KP18.4～19.2 右岸（砂州切り下げ）

がイエロー，KP19.4～20.2 左岸（砂州切り下げ）がブルー，試験帯工④直下流が

ピンク，最上流に設置する帯工⑦直下流がグリーンに着色した砂を厚さ10cm（現

地で4m）で敷設した（図 3.13 参照）． 

各対策工から流出した着色砂が移動分散しながら流下・堆積する過程を直接的

に追跡した結果を図 3.14 のオルソ画像に整理した． 

これによると着色砂は，時間経過に伴い徐々に下流へ分散・移動・堆積し，ま

た，砂州切り下げ区間では着色砂の流出量は少なく，上流から流れてきた無着色

の砂の堆積を確認した．また整備計画後には，図 3.15 に示すとおり全ての礫が 8

号床止めまで達しており，堆積に寄与していることが分かった． 

 

3.4.3 石組帯工直下流の河床変動 

構造物周辺の安全性を評価するには洪水時の最大洗掘深の把握が重要である．

そこで実験後に石組帯工直下の着色砂設置部を掘削し，洪水ピーク時の最大洗掘

深と洪水減水時における埋め戻しによる堆積厚を直接的に把握した（図 3.16）．

ピンクの着色砂上には，整備計画目標流量後に上流から流れてきた黒色砂の堆積

を確認できた（図 3.16(b)参照）．これは，洪水ピーク時に図 3.16(c)に示す赤丸の

箇所まで洗掘し，その後減水期に現地の値で 0.3m から2.3m 程度の埋め戻しがあ

ったと推察される． 

現況と複合対策の水位計測の結果から平均年最大流量流下時のマニングの粗度

係数を逆算して求めて縦断図に整理した．区間の平均で評価すると現況では粗度

係数が 0.037 に対して対策後のほうが 0.040 と大きくなっている．これは河床低

下対策として石組帯工群を設置したことで河床粗度が大きくなり，それによって

河床底面近傍の流速が抑制され，再堆積を促したと推察される． 

また既往研究 7）によると、石組構造とした場合，河床底面近傍の流速が小さく

なり流況が安定するという報告があることからも，石組帯工の効果で河床が安定

したと推察される． 
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図 3.13 通水前の着色砂の設置状況（複合対策） 

 

(a) 現地の10 年後相当 

 

(b) 現地の30 年後相当 

 

(c) 整備計画目標流量通水後 

 

図 3.14 対策工に敷設した着色砂の移動・分散状況  
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図 3.15 現地で 30 年相当通水し，さらに整備計画目標流量によって 8号床止

工まで流送された着色砂の堆積状況 
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 (a) 整備計画目標流量通水後の河床状況（左：掘削前，右：掘削後） 

 

(b) 掘削後の堆積厚の計測状況 

 

(c) 帯工④直下流の河床横断図（赤丸が最大洗掘箇所） 

 

図 3.16 石組帯工④直下流の最大洗掘と再堆積の状況 

 

 

 

図 3.17 実験結果から逆算して求めたマニングの粗度係数の縦断図 
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3.4.4 橋脚前面の最大洗掘深 

大規模洪水時には，局所洗掘により橋脚の安全性の低下が懸念されるため，橋

脚前面の河床に金属棒を刺し，これに通したリングを初期河床面に設置し，洪水

後にリングの深さを計測した（図 3.18）．ミュンヘン大橋では，現地で 1.4m（模

型で 3.5cm）の埋め戻しが確認できた．この現象は平均年最大流量実験時には，

リングは河床面に露出していたため、整備計画目標流量ピーク付近で一旦洗掘し、

洪水減水期に再堆積したものと推察される． 

 

 

 

(a) 実験後の橋脚周辺の河床変動状況 

 

(b) 掘削後の状況 

図 3.18 ミュンヘン大橋前面のリング法による最大洗掘深の計測状況 
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3.5 第３章のまとめ 
 

本研究で得られた知見を以下に列記する． 

(1) 石組帯工 7 基の設置と砂州切り下げによる複合対策では，平均年最大流量

規模の出水では河床低下を抑制する効果が確認できた．ただし，整備計画

目標流量規模の出水では，真駒内川合流付近や河道湾曲部の石組帯工直下

流で洗掘が生じることから，石組帯工の設置位置や構造上の更なる検討が

必要と考えられる． 

(2) 対策工の影響範囲を直接把握するため対策毎に異なる色の着色砂を敷設し

追跡調査した．着色砂は，時間経過に伴い徐々に下流へ分散・移動・堆積

し，また，砂州切り下げ区間では着色砂の流出量は少なく，上流から流れて

きた黒色の砂が堆積しているのが確認できた． 

(3) 構造物周辺の安全性を評価するには洪水時の最大洗掘深の把握が重要と考

え，実験後に石組帯工直下の着色砂を掘削し，洪水ピーク時の最大洗掘深

と洪水減水時における再堆積を直接的に確認できた．この再堆積は，石組

構造により河床底面近傍の流速が小さくなり流況が安定したためと推察さ

れる． 

(4) また橋脚前面の河床に金属棒を刺し、これに通したリングを初期河床面に

設置し、洪水後にリングの深さを計測するリング法により，橋脚前面の洪

水中の最大洗掘深とその後の埋戻しによる堆積厚を時系列で把握できた。 
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第4章 構造物周辺の河床低下対策に関する水理模型

実験による研究 

 

4.1 概説 
 

河川における様々な構造物周辺では，洪水時に急激な流れの変化が発生し局所

洗掘をもたらす．河道内に設置される橋脚は，河床低下やその周辺の砂礫の洗掘

によって変形，転倒などの被害がもたらされている例が少なくない例えば1),2),3)．橋梁

被害の特徴を分類すると，設計時に想定した外力を大きく超えた超過外力による

もの，橋脚や橋梁に集積した大量の流木が要因となる河積阻害によるもの，出水

時に橋脚の沈下や傾斜等を促す河床洗掘によるものがある 1)．また，大規模な流

路変動や河岸浸食による橋梁の被災事例も多く報告 3)されている． 

近年，全国の多くの河川は，河床低下の進行に伴い河床砂礫が流失し，露出し

た軟岩層（土丹層）の局所侵食が，河川構造物の安全性の低下，変形，転倒など

の被害をもたらし河道管理上の大きな問題となっている 4),5),6)．特に軟岩河床は，

流砂の衝突による侵食（磨耗）に対して脆弱であり，その侵食速度は驚くほど速

く，一旦侵食すると元の形状に復元されることはない 6）． 

図 4.1 には，橋脚周辺の砂礫が抜け出し橋脚基礎が露出した事例，図 4.2～図 

4.4 には平成28 年 8 月北海道豪雨災害における構造物周辺の被災事例を示す． 

砂礫河川においては，橋脚周辺の局所洗掘に関して多くの研究がなされており，

洗掘機構についてはかなり明らかになっている 7),8)など．また多くの河川構造物の

構造令や設計基準 2),9)などは，砂礫河川を前提としている．しかしながら，軟岩床

上に存在する橋脚周辺の侵食機構は把握されておらず，侵食を抑制するための対

策の基準も定まっていない． 

本研究では，橋脚周辺の岩盤床の侵食機構解明に着目し，この局所侵食現象を

水理模型実験により明らかにするとともに，根固めブロックなど 3 種の工法によ

る侵食対策工の効果を検証することを目的とする． 
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図 4.1 豊平川新藻岩橋の橋脚基礎が露出している状況（2018年） 

 

 

 

図 4.2 2016年8月北海道豪雨災害における戸蔦別川 

戸蔦大橋の橋梁の被災状況  
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図 4.3 2016年8月北海道豪雨災害における然別川 

風雲橋の橋梁の被災状況 

 

 

図 4.4 2016年8月北海道豪雨災害における然別川 

万年頭首工下流の被災状況  
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4.2 実験方法 
 

4.2.1 実験条件 

実験水路は，寒地土木研究所にある可傾斜水路で水路幅 0.5m，水路長 20m の直

線水路である．実験条件を表 4.１に示す．実験条件は，現在河床低下対策 10）を検

討している石狩川上流（KP159.0～KP165.0）の縮尺 50 分の1 で設定しており，流

量は平成 23 年 9 月洪水流量に相当する 11.4ℓ/s，等流水深は 4.6cm，水路勾配は

1/250 で水理実験の通水時間は各ケース 8 時間である． 

図 4.5 に示す水路長 20m のうち上流から 12m から 17m までの 5m 区間の水路

床は，厚さ10cm の軟岩を模したモルタル（以後軟岩モルタルと呼ぶ）で製作し，

その配合は 1：150：24.8（白セメント：6 号硅砂：水）である．このモルタル床

は，現地軟岩（石狩川上流）と同等の侵食速度 10）になるように設定しており，流

水のせん断力のみでは侵食せず，主に流砂の衝突によって侵食する強度になって

いる．軟岩ペネトロ計（丸東製作所 SH-70）で軟岩モルタルの強度を計測し，そ

れを一軸圧縮強度に換算すると 0.04～0.21MPa の値を示した． 

図 4.6 に示す形状の橋脚模型を水路中央に 1 基設置する．橋脚模型は，石狩川

上流のKP160.1 に設置している秋月橋（図 4.1 参照）をモデルとする．この橋脚

は，細長い楕円形状で流水の乱れを極力小さくできる構造となっている．なお本

実験の橋脚による河積阻害率は 6％である． 

土砂供給は，平均粒径 1.1mm の硅砂を人力でばらつきがないように投入し，給

砂量は 2.92ℓ/10分（空隙率は 0.4 として算出）である．この給砂量は，芦田・道

上 8）の掃流砂量式から算出した砂礫床上で流しうる最大流砂量の 30％である．水

路床は，各ケース終了後に取壊し，毎回平坦な水路床を新設する． 

 

4.2.2 軟岩侵食対策工 

対象とする対策工は，図 4.7 に示す実河川で多用されている①根固めブロック，

②袋型根固め，及び緊急対策工法として提案 11),12)している③ネットの 3種類の工

法を選定した．対策工模型は，橋脚周辺の縦500mm×横 230mm の範囲の軟岩モ

ルタル上に設置する（図 4.8）．これら3 種の対策工模型は、それぞれ材質の異な

る材料を加工して現地の 50 分の 1 スケールで製作する．なお無対策（ケース 0）

の実験では，橋脚模型のみ設置して実験を行う． 

 

（1）ケース1（根固めブロック） 

根固めブロック模型は，現地で採用されている 3t タイプのブロック 13）を

選定し，模型の型枠をシリコン樹脂で製作した．その型枠にセメントミルク
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を流し込み，ブロック同士を連結できるように針金を埋め込んだ．模型のサ

イズは，縦 33mm，横 33mm，高さ15mm である． 

 

（2）ケース2（袋型根固め） 

袋型根固め模型は，現地の 3t タイプ 14）と同程度の形状になるようにポリ

エステル製の洗濯ネットを加工して製作した．中詰め材は、3～7mm の礫を

使用した．模型のサイズは，縦 48mm，横 48mm，高さ11mm である． 

 

（3）ケース3（ネット） 

ネットの模型には，現地試験 11),12)で用いられている高密度ポリエチレン製

のネット（前田工繊株式会社のセルデム）のほぼ50 分の 1 のサイズに相当す

るトリカルネット（タキロン株式会社）を使用し，砂礫の流失防止下地材と

して底面に延伸ネットを接着剤で貼り付けた．また軟岩モルタルの河床面に

は長さ 10mm のピンを差し込んでネットを固定した．ネットの網目のサイズ

は，縦 10mm，横10mm，高さ2mm である． 

 

4.2.3 計測方法 

砂礫の堆積厚と軟岩の侵食深は，自走式レーザー砂面計を用いて，実験の開始

前，終了後及び砂礫撤去後に，5m の計測区間を縦断方向 0.2m 以下の間隔で計測

を行う．さらに砂礫と対策工撤去後に岩盤侵食形状を把握するためにハンディス

キャナーで河床面の 3D計測を行い 5mm×5mmの点群データを作成する． 

通水中の水位と河床高は，ポイントゲージを用いて 5m の計測区間を縦断方向

に 1m 間隔，水路センターを 1 時間ごとに計測する．なお，橋脚が有る地点は，

右岸側壁から 12cm 離れた地点で水位と河床高の計測を行う．通水中の岩盤の侵

食および砂礫の被覆状況は，上方から一眼レフデジタルカメラを用いて，5m の計

測区間を1 時間ごとに記録する． 

また，通水前、通水後及び砂礫撤去後の状況も同様に記録する．軟岩モルタル

の強度は，軟岩ペネトロ計を用いて，実験開始前および実験終了後にモルタルを

打設した供試体の針貫入試験を行う． 
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図 4.5 実験水路の平面サイズ 

 

表 4.１ 水理模型実験の条件 

実 験 

ケース 
対策工 

流量 

（ℓ/s） 

初期水深 

（cm） 
水路勾配 通水時間 

0 無対策 11.4 4.6 1/250 8時間 

1 根固めブロック 11.4 4.6 1/250 8時間 

2 袋型根固め 11.4 4.6 1/250 8時間 

3 ネット 11.4 4.6 1/250 8時間 

 

 

図 4.6 実験で使用する橋脚模型の形状 
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図 4.7 橋脚周辺の岩盤侵食対策の考え方 

 

ケース1：根固めブロック   ケース2：袋型根固め    ケース3：ネット  

 

図 4.8 橋脚周辺の対策工設置後の状況（橋脚前面を望む） 
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4.3 結果と考察 
 

4.3.1 橋脚周辺の局所侵食現象 

図 4.9 はケース 0（無対策）の実験中に橋脚前面から撮影した斜め写真である．

これによると，①実験開始当初から橋脚前面で左右に分かれる流れと，橋脚直下

流の回転渦（馬蹄形渦）によって流砂が押し戻される．これにより橋脚直近には

流砂がほとんど寄ってこないため軟岩は侵食しない．②実験開始から 1 時間後に

は，橋脚側面の左右に分かれる流れに運ばれる流砂によって橋脚右岸側に筋状の

侵食が確認できる．③その後，橋脚より少し離れた上流部まで筋状侵食が拡大し

ている．④時間の経過に伴い砂礫で被覆される範囲が拡大してくる．しかし橋脚

周辺では砂礫を押し戻そうとする回転渦によって絶えず岩盤が露出した状態にな

っている．砂礫による被覆箇所と露岩箇所の境界付近を砂礫が多く通過するため

他の箇所より深く侵食される． 

図 4.10(a)に示すように橋脚前面の複雑な流況と，橋脚側面の左右に分かれる流

れによって運ばれる流砂によって実験終了後には，図 4.11(d)の破線で示すような

8 の字に似た流線型の侵食孔が表れた．これは一般的な砂礫床における橋脚周辺

の局所洗掘と異なる結果である． 

砂礫床の場合，橋脚前面での下降流は，河床に衝突し河床砂礫を巻き上げる回

転渦を生じ，この渦によって巻き上げられた土砂は，橋脚の左右に分かれる流れ

にのって橋脚後方に運ばれ，掃流力の低下する橋脚下流部では堆積し，図 4.10(b)

に示すような洗掘孔になる 2),7),15)． 

すなわち，砂礫床の場合には橋脚前面の下降流で足元の土砂を巻き上げ，その

周辺だけが洗掘するのに対して，岩盤床の場合には橋脚前面の下降流のみでは侵

食せずに，橋脚直下流の回転渦（馬蹄形渦）によって流砂が押し戻され，左右に

分かれる流れと側面の流れに沿って砂礫が移動するため橋脚から少し離れた箇所

が侵食することになる． 

したがって，軟岩河川における橋脚周辺の侵食対策は，橋脚周辺の侵食孔を網

羅する範囲を含めた検討が必要になると考えられる． 
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図 4.9 無対策（ケース0）の実験中に橋脚前面から撮影した斜め写真 

（黒色：軟岩モルタル，白色：硅砂） 

 

 

 

(a) 砂礫床の場合             (b) 岩盤床の場合 

図 4.10 橋脚周辺の流れと洗掘形状のイメージ 
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4.3.2 対策工周辺の侵食特性 

対策工がない場合の侵食形状を図 4.11 に示す．橋脚を中心にその周辺で侵食し

ており，侵食範囲は縦断方向約 350mm，横断方向約 180mm であった．そこでこ

の範囲を網羅する縦 500m，横230mm の範囲に対策工を設置し（図-6），各ケース

同じ条件で実験を行った． 

その結果，いずれの対策も橋脚周辺の軟岩は保護され侵食は抑制された．しか

し対策工の端部に流砂が集中する場合には局所侵食が生じた（図 4.12，図 4.13，

図 4.14）． 

各ケースの対策工周辺の侵食状況を以下に示す． 

 

（1）ケース１（根固めブロック） 

対策工前面及び側面に流砂が集中するため，ブロック周辺が侵食された．

実験中には，対策工の前面端部のブロックの下側に潜り込み渦を巻きながら

流下する砂礫が確認されており，これによってオーバーハング状の侵食地形

が現れた．この地点の侵食深は 47.5mm で各ケースの中で最大であった（図 

4.12）． 

 

（2）ケース2（袋型根固め） 

根固めブロックと同様な侵食の傾向を示し，袋型根固め周辺が侵食された．

しかし，ケース 1 で顕著な侵食が見られた対策前面端部は，上流から流れて

くる流砂によって侵食するが，流砂は袋型根固めの中詰め材の間隙を縫って

流れるため、対策工付近の砂礫移動速度はブロックを設置した時と比べて遅

くなることから侵食深は大きくならなかった．最大侵食は対策工から少し離

れた下流右岸側に見られ，侵食深は 44.5mm であった（図 4.13）． 

 

（3）ケース3（ネット） 

ネットは施工高が他の対策に比べて 2mm と低く（根固めブロックの施工

高は15mm，袋型根固めは 11mm），流砂の流れが阻害されることなく，ネッ

ト上を硅砂が流下するため対策工との境界の流砂の集中度合いは上記 2ケー

スに比べて少ない．このため，最大侵食深は 20.1mm と前述の 2 つの対策に

比べて 50％以上減少した（図 4.14）． 
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図 4.11 ケース0（無対策）の実験終了後の岩盤侵食地形と 

岩盤侵食深コンター図（実験終了後に砂礫を撤去） 

 

 

 

図 4.12 ケース 1（根固めブロック）の実験終了後の岩盤侵食地形と 

岩盤侵食深コンター図（実験終了後に砂礫と対策工を撤去） 
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図 4.13 ケース2（袋型根固め）の実験終了後の岩盤侵食地形と 

岩盤侵食深コンター図（実験終了後に砂礫と対策工を撤去） 

 

 

 

図 4.14 ケース3（ネット）の実験終了後の岩盤侵食地形と 

岩盤侵食深コンター図（実験終了後に砂礫と対策工を撤去） 
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4.3.3 橋脚周辺の水理現象 

流れの中に橋脚が存在すると，流下断面積が減少し，縮流の現象が生じる．こ

のため橋脚の上流側は水位の上昇による堰上げ背水，下流側は低下背水となるほ

か，橋脚の上流側では流れの阻害によって局所的な水位の上昇が見られる．図 

4.15 は，通水 8 時間後の水位と河床高の縦断図である（計測地点は，2.(3)計測方

法を参照）．これによると無対策（ケース 0）は，橋脚周辺（縦断距離 3m 地点）

で水位上昇が確認できる．一方，対策工を設置した 3 ケースでは，橋脚周辺の水

位上昇が見られない．これは対策工の凹凸のある形状によって橋脚周辺の粗度係

数が大きくなり，橋脚に衝突していた主流が分散されたことで周辺の水位上昇を

抑制したものと推測される． 

そのことを確認するために，実験中の水位と河床高の測定結果からマニングの

粗度係数nm を求めた（図 4.16)． 

マニングの粗度係数は 0.0132～0.0190 の範囲にあり，対策工の施工高が高くな

るほど粗度係数が大きくなることが確認できた．ケース3は、対策工の高さが2mm，

最大侵食深が 20.1mm と全ケースで最も小さく，且つ岩盤床の凹凸が少ないため

粗度係数は0.0132 と最小であった． 

Manning-Strickler16）によるとマニングの粗度係数は，相対粗度高さ ks と関連付

けることができる．すなわち，対策工の施工高を相対粗度高さ ks とすると，施工

高が高いほどマニングの粗度係数は大きくなることを意味しており，実験結果か

らもこのことが示された． 

 

4.3.4 橋脚周辺の軟岩侵食抑制効果 

対策工による侵食抑制効果を確認するためにレーザー砂面計の計測結果から実

験後の岩盤侵食量を算出し図 4.17 に示す．なお，対策工で覆った範囲が侵食しな

いことも抑制効果であると考え，対策工設置箇所の岩盤高を含めて侵食量を算出

した．これによると，いずれのケースも下流ほど侵食量が多く，特に根固めブロ

ックと袋型根固めの橋脚直下流での侵食量が多いことが分かった． 

ネットは，侵食量，侵食深ともに各ケースの中で最も少ない結果が得られ，軟

岩侵食を抑制できる工法であることが分かった．これは，ネットの施工高が砂礫

の最大粒径程度（2mm）であることから，流砂の流下を対策工が阻害せずに流す

ことができる．このため，他のケースと比較して流砂が集中することなく分散し

て流下するため侵食量が少なくなったものと推測される．また侵食量は，無対策

と比べても少なくなることが確認できた． 
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図 4.15 通水8時間後の水位と河床高の縦断形の比較 

 

 

図 4.16 実験中のマニングの粗度係数の比較 

 

 

図 4.17 橋脚周辺の岩盤侵食量の比較 
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4.4 第４章のまとめ 
 

本研究で得られた知見を以下に列記する． 

(1) 橋脚周辺では橋脚前面直下流の回転渦（馬蹄形渦）によって流砂が押し戻

され，その流砂が左右に分かれる流れに運ばれて流下することで 8 の字に

似た流線型の侵食孔が表れた．これは橋脚前面の下降流で足元の土砂を巻

上げ洗掘する砂礫床の局所洗掘とは異なる事象である． 

(2) 軟岩床河川における橋脚周辺の侵食抑制対策は，本実験で確認された侵食

孔を網羅する範囲を含めた検討が必要である． 

(3) 対策工を設置すると橋脚周辺の軟岩は保護され侵食は抑制された．しかし

ながら，根固めブロックと袋型根固めによる対策は，対策工と軟岩床の境

界に流砂が集中し，対策工端部に最大侵食が表れ，侵食深はいずれも 40mm

以上であった．また無対策よりも周辺の侵食を助長させた． 

(4) 一方，ネットは施工高が流砂の最大粒径と同程度（2mm）であることから，

流砂の流下を阻害することなく分散して流すことができる．これにより侵

食量及び最大侵食深は最小であった．すなわちネットの高さはブロック等

に比べ低く流砂を分散して流すことができるため対策箇所以外に与えるマ

イナスの影響が小さい． 

(5) ネットによる岩盤河川の侵食抑制工法 11),12）については，北海道内の複数河

川で試験的に採用し（図 4.18），岩盤の侵食抑制効果や砂礫の捕捉効果及び

他の地点に対する影響などを確認しているところである．この工法は，経

年的な劣化や磨耗及び洪水時の流水の作用に対しての耐久性など未だ未解

明な点がある． 

 

謝辞：本研究にあたって，石狩川上流河道管理ワーキング委員の皆様に多くの

ご助言を頂きました．ここに期して謝意を表します． 
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図 4.18 実河川におけるネットの設置例 
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第5章 河川の湾曲部に設置する流木捕捉施設の水理

模型実験による研究 

 

5.1 概説 
 

近年異常豪雨に伴う河川災害が多発し，山地崩壊とともに流出した流木や渓岸

侵食から流出した流木が，橋梁部において捕捉され，それがきっかけで洪水氾濫

が拡大し，被害を増大させている事例が多い 1) , 2)など． 

平成 28 年 8 月 29 日から 30 日にかけて東北地方の東部を襲った台風第 10 号に

よる豪雨により，岩手県小本川では甚大な流木被害が発生した 3) ,4) ,5)． 

橋梁部へ堆積した流木により橋梁被災や水位堰上げによる氾濫被害が拡大し，

市街地へ流出した流木は建物の損傷被害などの拡大を招いた．河川を流下する流

木を捕捉する施設を設置すれば,下流まで流下する流木量が減じ下流の流木被害

を軽減できる． 

そこで，下流の流木被害の軽減を図るため，流木捕捉施設を整備する計画が立

てられた．当施設は，山間地の河道湾曲部を利用して，横越流で外岸側に設置す

る捕捉地エリアに洪水流と流木を導流して流木のみ捕捉し，洪水流を排水する構

造となる．河川内で流木捕捉施設を最初に設置したのは，熊本県黒川の一の宮多

目的貯木池である 6）．その後，新潟県関川などでも河川内に流木捕捉施設を設置

しているものの事例数は少なく，また施設設計に関する技術基準は策定されてい

ない 6）． 

本研究では，水理模型実験により河川の湾曲部外岸に設置する流木捕捉施設に

流木を効果的に取り込むための流入口の位置や形状を設定し，捕捉効果を検証す

ることを目的とする． 

 

  



88 

 

5.2 台風第10号による流木被害 
 

5.2.1 小本川流域の概要 

小本川は，その源を岩手県岩泉町国境峠付近に発し，南東方向に流れながら岩

泉町落合付近で右支川大川を合わせた後に東方向に流れを変え，左支川清水川，

右支川鼠入川，右支川猿沢川を合流し，小本付近で太平洋に注ぐ流域面積約

731km2，幹川流路延長 65km の二級河川である．小本川流域の地形は，穴目岳

（1,168m）や三巣子岳（1,180m）などに代表される 1,000m 級の山地が主である．

中流域および下流域の一部にある平坦地には，それぞれ岩泉，小本の市街地が広

がっている 7）． 

 

5.2.2 被害の概要 

平成 28 年 8 月 30 日に岩手県大船渡市付近に上陸した台風第 10 号に伴って，

岩手県沿岸では大雨となり，全国で死者 22 名，行方不明者5 名，家屋被害約 8,600

棟という甚大な被害が発生した．特に，岩手県下閉伊郡岩泉町を流れる小本川沿

いの高齢者福祉施設では，1 階相当が浸水し，9 名の方が犠牲となる被害を受けた
5）． 

今回の出水被害における特徴として，洪水による侵食の発生により河岸等から

流出した流木により，①橋梁部への堆積阻害に伴い，橋梁の流出，橋梁取付け部

の決壊のほか，水位の堰上げによる氾濫拡大により，さらなる被害の拡大をもた

らした（図 5.1，図 5.2）．また，②氾濫流とともに流木と土砂が家屋へ流出，さ

らに橋梁高欄施設へ流木が貫入するなど被害を拡大させたほか，流木の撤去に相

当の労力を要するなど，早期応急復旧に対し多大な支障を及ぼした（図 5.3）． 

そのため今回の被災状況を鑑み，山間地の河道湾曲部に流木捕捉施設を設置し

て，そこで流木を捕捉し，下流部における流木堆積阻害を原因とした被害の軽減

を図ることとした 5）． 
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図 5.1 2016年8月東北豪雨における小本川の被災状況 

 

 

 
図 5.2 2016年8月東北豪雨における橋梁の流木被害状況 

  

岩手県提供

岩手県提供
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図 5.3 2016年8月東北豪雨における橋梁に隣接する家屋の被害状況 

  

岩手県提供
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5.3 流木捕捉施設の原案 
 

流木捕捉施設は，山間地の河道湾曲部を利用して，流木の流入口から横越流で

洪水流と共に流木を捕捉地エリアに導流し，捕捉地下流端に設置するスリット形

式の捕捉工で流木のみを捕捉する計画である． 

河川における流木捕捉施設の事例が少ない（図 5.4）ことや設計基準が定まっ

ていないことから捕捉施設の構造諸元の原案作成にあたり，新潟県の関川を参考

に検討した 6),8)． 

 

5.3.1 流木捕捉施設の基本形状 

流木捕捉施設は，河口から 33.9km～34.075km 区間（河床勾配1/100）に設置す

るもので，山間地の湾曲部外岸にあたる現河道を流木捕捉地として利用し内岸側

に新河道を設ける計画である（図 5.5，図 5.6）．捕捉地と新河道を仕切るために

越流部（流木流入口）を設けた囲繞堤を設置し，平常時は新河道を主流とし，洪

水時にのみ流木と洪水流を流入口から捕捉地エリアに導流し，施設の下流端に設

ける捕捉工で流木のみを捕捉する構造である． 

流木捕捉工は，砂防施設の掃流区間 9）で一般に用いられ土砂と共に流木を捕捉

する機能を有する鋼製スリット形式 10）を採用し，捕捉地下流端（33.9km 地点）

の河道横断方向に設置する（図 5.7）． 

 

5.3.2 流木流入口の位置と幅 

流木の取り込みに適した流入口の位置θ’は，関川の水理模型実験の結果から，

河道湾曲部上流の EC 点（EndCurve：円曲線終点）を基準とした交角θとの関係

により次式で求められる 8）． 

根固め護岸を設置した場合 ：θ’／θ≒0.8        （1） 

根固め護岸を設置しない場合：θ’／θ≒0.7        （2） 

捕捉地周辺の河道湾曲部の交角θは 112°である．根固め護岸を設置するため

（1）式より，流入口の位置はθ’≒90°に設定した（表 5.1，図 5.8）．また流入

口の幅は，最大流木長（L≒17m4））以上の 20mに設定した． 

 

5.3.3 流入口の越流高 

流水を常に捕捉地へ流入させると煩雑な捕捉地の管理が必要となる．そのため，

1/2 年超過確率程度以下の洪水は新河道のみ流下させることを基本とし，まずは

1/10 年超過確率規模程度の流量（Q=469.7m3/s）で流入する越流高H=2m（新河道

の河床高を基準）に設定した． 
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5.3.4 流木捕捉工 

流木捕捉工のスリット間隔は，流木を確実に捕捉するように設定する．スリッ

ト間隔は，流下が予測される平均流木長 6m4）の 1/2～1/3（2m～3m）の範囲とす

るという考え 6）に基づき，流木が流出しにくいと考えられる 2m に設定した． 

流木捕捉工の高さは，捕捉地の計画水深 2.7m に一部転石で塞がれた場合のせ

き上げ高0.4m，これに余裕高 0.6m（流木径の2 倍程度）を加え，メートル単位で

切り上げ4m に設定した． 

 

5.3.5 流木捕捉地 

流木捕捉地エリアの面積Aw は，捕捉地延長Lを150m，平均河床幅Wを35m

とするとAw＝L×W＝5,250m2となる．捕捉地に堆積する流木立積Vwcは，流木

の平均直径Rwa を 0.3m とするとVwc＝Aw×Rwa＝1,575m3となる．すなわち捕

捉地には 1,575m3 の流木を捕捉可能な容量がある．ここで求まった流木立積は，

捕捉地内に流木が一層に置かれた状態で空隙を含まない流木のみの実体積である． 

 

 

 

 

図 5.4 河川に設置した流木捕捉施設の事例6） 
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図 5.5 流木捕捉施設設置予定箇所の航空写真（2016年9月） 

 

 

図 5.6 流木捕捉施設の原案イメージ（文献5）を一部改変） 

  

地 
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（a）現河道と新河道掘削予定地 

 

（b）流木捕捉地と捕捉工設置予定地 

図 5.7 捕捉施設設置予定地の現況（2017年4月） 
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表 5.1 小本川流木捕捉施設の流入口の基本位置 

河道曲率半径 湾曲部交角 基本位置 

R=80m θ=112° θ’=90° 

 

 

 

図 5.8 新潟県関川を参考に設計した流木捕捉施設(原案)の平面図 
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5.4 実験方法 
 

5.4.1 実験水路 

実験水路は，寒地土木研究所 第4 実験棟（河川）に設けた，模型縮尺 1/50 の固

定床模型である（図 5.9）．模型の区間は 33.6km～34.5km で河道延長 18m，平均

川幅1.5m，河床勾配は1/100 である．河道部分は現地が岩盤床であるためモルタ

ル製の固定床とし，流木流入口や捕捉工は容易に改造が行えるよう木材で製作し

た． 

 

5.4.2 流木投入条件 

平成 28 年豪雨災害時の発生流木量は，流木捕捉施設の計画地点で 1,500m3（実

体積）である 10）．この発生量は平均長 6m，直径 0.3m の流木で約3,600 本，発生

源となる立木の平均長12m，直径0.3m では約 1,800 本となる．使用する模擬流木

は，実物の1/50 の縮尺で直径が 6mm，長さが 12cm と24cm の円柱形の木材とす

る．流木の比重は樹種により異なり，針葉樹よりも広葉樹の比重が大きく 1.0 を

超える11）．本検討では現地調査結果より流木の多くを占めていた広葉樹の比重1.1

（関川の模型実験でも模擬流木の比重を 1.1 に設定 6））とし，発生流木量に相当

する模擬流木を上流側から一定間隔で投入する（表 5.2）． 

 

5.4.3 実験ケース 

流木の流下時間は，大規模な流木発生が 10 年に１回起こると仮定し，1/10 年超

過確率流量（現地スケール流量 Q=469.7m3/s）以上が流下する時間とする 6）．図 

5.10 は落合橋地点の 1/30 年超過確率規模の流量ハイドログラフである．これより

流量 469.7m3/s 以上の洪水継続時間は 4 時間である．この実時間を縮尺 1/50 のフ

ルードの相似則で模型値に換算した 34 分を実験時間とする（表 5.3）．実験流量

は1/30 年超過確率流量 680m3/s（模型38.5ℓ/s）と1/10 年超確率流量469.7m3/s（模

型 26.6ℓ/s）の 2 種，流木長は 6m（模型 12cm）と 12m（模型 24cm）の 2 種を組

み合わせた4 ケースについて，定常流で流木捕捉実験を行った． 

 

5.4.4 計測方法 

通水中の計測は，流木捕捉による水位上昇を監視するために土研式ポイントゲ

ージを用いて図-7 の地点で 1 分間隔に水位計測を行い，流木の挙動をデジタルビ

デオカメラで観察し，通水後に流木捕捉本数を計測した． 
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(a) 実験水路全体 

  

(b) 流木投入の状況        (c) 流木が捕捉された状況 

図 5.9 実験水路の概要 

 

 
図 5.10 落合橋地点の計画流量ハイドログラフ(1/30年超過確率) 
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表 5.2 流木投入条件 

 

 

表 5.3 流量条件 

 

  

条件項目 実物 模型 備考

流木①

直径 0.3m 0.6cm

長さ 6m 12cm 流木の平均長

投入本数 ― 3,600本 流出流木量1,500m3

投入間隔 ― 2本／秒

流木②

直径 0.3m 0.6cm

長さ 12m 24cm 立木（河畔林）の平均長

投入本数 ― 1,800本 流出流木量1,500m3

投入間隔 ― 1本／秒

条件項目 実物 模型 備考

流量① 680m3/s 38.5ℓ/s 1/30年確率（計画流量）

流量② 470m3/s 26.6ℓ/s 1/10年確率流量

実験時間 4時間 34分 洪水継続時間
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5.5 結果と考察 
 

水理模型実験で検討した主な選定項目を以下に示す． 

①流入口位置の選定，②流入口幅の選定，③流入口越流高の選定，さらに，捕

捉施設の下流部に設置する④流木捕捉工（スリット構造）の選定，である（図 5.11）． 

図 5.12 に示す流入口の位置と幅及び捕捉工形状を変えて，それぞれ 4 パターン

（流量2 種類×流木 2種類）の実験を行った． 

以下に各項目の実験結果と考察を示す． 

 

5.5.1 流入口位置と幅の選定 

当初は，湾曲部の第一種二次流により，表層の外岸側（捕捉施設流入口側）に

向かう流れが流木を捕捉地エリアへ導流することが期待された．しかし，比重 1.1

の模擬流木を実験に用いたところ，下層に潜り込んで内岸側（流入口の反対側）

へ移動する流木が多く確認され，捕捉率は 10％未満であった（図 5.13の(a),(b)及

び図 5.14）． 

このため，流入口の開口部は二次流の影響が及びにくい湾曲上流部に設置し，

流入口の幅をB=61.5mと78.6m に拡幅して実験を行った．その結果，B=61.5m で

18.6％，B=78.6m で 31.2％と開口部を拡げるほど捕捉率が向上した（図 5.13 の

(c),(d)）． 

なお原案の位置（図 5.12 の(a)）で流入口の幅を拡幅して予備的な実験を行った

が捕捉率は向上しなかった． 

 

5.5.2 流入口の越流高の選定 

ここまでの実験結果を見ると流量 469.7m3/s 流下時の捕捉率は，680m3/s 流下時

の6 割程度であった．そこでより捕捉率を上げるように，流入口の越流高を原案

よりも 0.8m 下げてH=1.2m（現地スケール）とした．この越流高は 1/2 年超過確

率流量（Q=132.7m3/s）で越流する高さである． 

実験の結果，流木捕捉率は平均で 51.6%，さらに，流入口の幅をB=91.6m まで

拡幅すると捕捉率は 58.7％まで向上した（図 5.13 の(e),(f)）．しかし，捕捉地エリ

アの流入量増加に伴い相対的に川幅の狭い捕捉工周辺では，現地スケールで 8m/s

以上の高流速が発生し，さらに流木捕捉に伴う水面の堰き上げが相俟って，捕捉

地エリアに流入した流木量の 10％以上がスリット天端をオーバーフローして流

出した． 
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5.5.3 流木捕捉工の選定 

（1）流出抑制対策 

オーバーフローによる流出抑制対策として，囲繞堤下流部の一部をスリット

構造（以後，縦スリットと呼ぶ）に改良（図 5.15）することで流れを分散し，

水位上昇を抑制できると考えた． 

縦スリットの延長は，河道横断方向に設置する捕捉工幅と合わせて流入口と

同程度の流下幅とし，現地スケールで 50m（模型1.0m）に設定して実験を行っ

た．その結果，捕捉工天端をオーバーフローする流木の越流量を 6.8％に抑制で

きた（図 5.16 のA 型）． 

 

（2）捕捉工タイプ選定 

設計便覧 12）によると捕捉工タイプは，A 型スリット形式の独立型，縦軸と横

軸を結合したD 型・h 型・Δ型の二つに大別される． 

本検討ではA 型とD 型（h 型とΔ型の捕捉機能はD 型と同じと考えた），さ

らにA 型の上流側上部に流出抑制のための突起（流木径の約 2 倍）を有する特

殊タイプ 13）を加え，3種の形状で選定実験を行った． 

その結果，捕捉工天端を越える越流率が 1.9％であった A 型（特殊タイプ）

が最も流出抑制効果があった． 

 

（3）捕捉工間隔 

捕捉工の間隔は，2m（平均流木長6m の 1/3）と3m（平均流木長 6mの1/2）

に設定して実験を行った．その結果，捕捉機能に明確な差異がなかったため，

コスト面を考慮し 3m に設定した． 
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5.5.4 流木捕捉施設の最終形状（案）の流木捕捉機能 

捕捉施設における流木の運動，堆積形態は捕捉地内と捕捉工周辺に大別される． 

流木は流れの主流に沿って流下し，流入口より捕捉地エリアに進入する．捕捉

地エリアは，主流が外岸に寄ることで内岸側に止水域が生じ，そこに流木が堆積

する（図 5.17）．また主流に沿って捕捉工周辺まで流下する流木は，重なって堆積

しスリット天端に到達した（図 5.18）． 

捕捉工直上流の水位は，流木捕捉量が多いほど高く，最大で3.24m上昇（図 5.19）

するものの捕捉率を低下させることはなかった． 

図 5.20 に示す最終形状（案）での流木捕捉率は，最大で 87.5％（Q=680m3/s，

流木長L=6m），最小で 65.8％（Q=469.7m3/s，流木長L=12m），4 ケースの平均捕

捉率は78.5％であった（図 5.12 の(g)）． 

また捕捉地に土砂が流入し埋没することが予測されたため土砂堆積を実験で確

認した結果，捕捉地エリアへの流入土砂量は微少であった． 

 

 

 

 

図 5.11 流入口構造の検討の流れ 
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図 5.12 検討項目における流入口の位置と幅及び捕捉工形状 

 

 

図 5.13 捕捉施設の構造諸元改良に伴う流木捕捉率 

（アルファベット(a)～(g)は図-7 の(a)～(g)と一致する） 
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図 5.14 第一種二次流により表層は外岸(捕捉地側)に向かって流れ， 

下層は内岸に向って流れる(Q=680m3/s，流木長L=6m) 

 

 

図 5.15 流木捕捉工の選定実験結果による改良点 

  

 

地 
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図 5.16 スリットタイプ別の流木捕捉率と流木越流率 

 

 

図 5.17 実験開始から30分後の流木捕捉状況 

（流量Q=680m3/s，流木長L=6m） 

 

 

図 5.18 実験終了時の流木捕捉工周辺の流木堆積状況 

59.8%
65.4% 68.2%

6.8% 2.7% 1.9%
0%

25%

50%

75%

100%

A
型

D
型

A
型

（
特

殊
）

流
木

捕
捉

率

流木捕捉率 流木越流率

■流木捕捉率：流木投入本数に対する捕捉本数の割合 
■流木越流率：流木捕捉本数に対する越流本数の割合 



105 

 

 

 

図 5.19 捕捉工周辺の水位上昇の比較 

 

 
図 5.20 流木捕捉施設の最終形状（案） 
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5.6 第５章まとめ 
 

本研究で得られた知見を以下に列記する． 

(1) 新潟県関川の流木捕捉施設を参考に流入口の位置を設定し，当初は，湾曲

部の第一種二次流により，表層の外岸側（捕捉施設流入口側）に向かう流れ

が流木を捕捉地エリアへ導流することが期待されたが，現地で調査された

流木の多数を占める比重 1.1 の模擬流木を実験に用いたところ，下層に潜

り込んで内岸側（流入口の反対側）へ移動する流木が多く確認された．この

ため，流入口の開口部は二次流の影響が及びにくい湾曲上流部に設置する

ことで捕捉率が向上した． 

(2) 捕捉地エリアに多く流木が流入すると捕捉工（スリット構造）が閉塞し捕

捉地の水位上昇を招くため捕捉効率が悪化した．この水位上昇は，スリッ

ト部の延長を延ばし流木を分散して集積することで抑制できた． 

(3) 水理模型実験によって投入流木量の約 8 割を捕捉できる効率的な流木捕捉

施設の構造諸元が設定できた． 

(4) 現地では本研究で設定した最終形状で施工が進んでいる． 

 

 

図 5.21 小本川の流木捕捉施設の施工状況（令和3年4月撮影） 

（写真はサンエスコンサルタント株式会社 去石氏撮影） 
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第6章 河川の湾曲部における流木動態追跡モデルに

関する研究 

 

6.1 概説 
 

近年各地で異常豪雨に伴う河川災害が頻発し，山地崩壊とともに流出した流木

群や渓岸侵食から流出した流木群が橋脚や欄干で堰き止められて橋梁被害が生じ

たり，氾濫水とともに低内地に流入した流木群によって洪水氾濫が拡大し家屋の

流失や損傷などの被害を増大させたりしている事例が頻繁にみられる 1), 2) ,3)． 

平成 28 年 8 月に東北地方の東部を襲った台風第 10 号による豪雨により，岩手

県小本川では橋脚に堰き止められた流木群により橋梁被災や水位堰上げによる氾

濫被害が拡大し，市街地へ流入した流木群は建物の流失や損傷被害などを招いた．

この豪雨災害を契機として，小本川では山間地の河道湾曲部を利用して下流の流

木被害の軽減を図るために流木捕捉施設を整備する計画が立案され 4) , 5)，第 5 章

の水理模型実験により捕捉地へ効率的に流木を取り込める流入口の位置と形状を

設定でき，令和2 年度より現地施工が進んでいるところである． 

この水理模型実験で使用した比重 1.1 の模擬流木は，河川の湾曲部における流

況（第一種二次流）によって，表面を流れる流木は外岸側に向って流れ，河床底

面に潜り込んで流れる流木は内岸側に向って移動するなど複雑な挙動を示すこと

が指摘されている． 

本研究では，水理模型実験でみられた複雑な流木の挙動を解明するために準 3

次元流れの計算モデルに個別要素法を用いた流木モデルを組み込んだ数値解析モ

デル 6）を提案し，この流木追跡モデルの有効性を検証することを目的とする． 
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6.2 流木捕捉施設と既往実験の概要 
 

6.2.1 流木捕捉施設の概要 

流木捕捉施設は，河口から 33.9km～34.075km 区間に設置するもので，山間地の

湾曲部外岸にあたる現河道を流木捕捉地として利用し内岸側に新河道を設ける計

画である（図 6.1）．捕捉地と新河道を仕切るために越流部（流木流入口）を設け

た囲繞堤を設置し，平常時は新河道を主流とし，洪水時にのみ流木と洪水流を流

入口から捕捉地エリアに導流し，下流端に設けるスリット構造の捕捉工で流木の

みを捕捉する施設である（図 6.2）． 

著者ら 5）は，寒地土木研究所に模型縮尺 1/50 の実験水路を製作し，最大限流木

を捕捉できる施設諸元を水理実験より設定している．実験水路規模は現地の河道

延長700m，平均川幅 75m，河床勾配は1/100 である．河道部は，現地河道が岩盤

であるためモルタルの固定床とした． 

流木の投入量は，災害時の発生流木量 1,500m3（実体積）より算出し，流木長 6m

の場合 3,600 本を，立木の平均長 12m の場合は 1,800 本を上流側から一定間隔で

投入した．模擬流木の直径は 0.3m で枝を持たない円柱とし，現地調査で多くを占

めていた広葉樹の平均比重 1.17）になるように調整した． 

実験流量は，1/30 年超過確率流量 680m3/s と 1/10 年確率流量 469.7m3/s の 2 種，

流木長は 6m と 12m の 2 種を組み合わせた 4 ケースの流木捕捉実験を実施した． 

 

6.2.2 水理模型実験で確認された流木の挙動 

4 ケースの実験の内，計算の比較対象とする流木長 6m，流量680m3/sの流木の

挙動について述べる．実験当初は，湾曲部の第一種二次流により，表面の外岸側

に向かう流れが流木を捕捉地側へ導流することが期待されたが，比重 1.1 の模擬

流木を実験に用いたところ，下層に潜り込んで内岸側（流入口の反対側）へ移動

する流木が多く確認された（図 6.3）．このため，流入口の開口部は二次流の影響

が及びにくい湾曲上流部に設置することで流木の捕捉率が向上し，最終的には図 

6.2 に示す施設形状が設定できた． 

図 6.4には図 6.2の施設形状で実験した時の(a)捕捉地を斜め上流から撮影した

動画と(b)捕捉地の上方より垂直撮影した動画を 10 分毎にキャプチャーした静止

画である． 

これによると，捕捉施設における流木の運動，堆積形態は捕捉地内と捕捉工周

辺に分かれる．比重 1.1 の流木は流入口上流付近より表面流にのって流下し，流

入口より捕捉地内に進入する．捕捉地内では，主流が外岸に寄ることで内岸側に

止水域が生じ，そこに流木が河床底面に徐々に沈降し堆積する．また表面流に沿
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って捕捉地下流端の捕捉工周辺まで流下する流木は，幾重にも重なって捕捉され

高さ4mのスリット天端に到達した．この時の流木捕捉率は87.5％（全投入量3,600

本のうち3,149 本を捕捉）で全実験中最大であった． 
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図 6.1 流木捕捉施設設置予定箇所の航空写真（2016年9月） 

 

 

図 6.2 水理模型実験で設定した流木捕捉施設形状 
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図 6.3 第一種二次流により表面(上層)の流木は外岸に向かって流れ， 

底面(下層)に潜り込んだ流木は内岸に向って流れる様子 

（流量Q=680m3/s，流木長L=6m） 

 

 

図 6.4 流木の挙動と堆積過程（流量Q=680m3/s，流木長L=6m） 

  

捕捉地 
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6.3 流木追跡モデル 
 

本研究では，小本川の流木捕捉施設のような河川湾曲部への適用を念頭におき，

河川流を準3次元で計算し，流木を2次元で計算する流木追跡モデルを提案する． 

それぞれの基礎式を以下に示す． 

 

6.3.1 河川流の計算モデル 

本研究による河川流れのモデルは，河川の流れ・河床変動解析ソフトウエア

iRIC（International River Interface Cooperrative）8）のうち，擬似的な3 次元流れ場を

計算するソルバーである“Nays2D＋”を用いる． 

“Nays2D＋”では，iRIC の2 次元平面モデルの計算結果と開水路湾曲部の 2 次

流の理論解を用いて擬似的な 3 次元流を計算している．一様湾曲部の 2次流理論

解はEngelund9）によるものを用いている． 

 

（1）流れの基礎式 

直交座標系(x, y)における 2次元流れの基礎式を以下に示す． 

［連続式］ 

𝜕ℎ

𝜕𝑡
+

𝜕(ℎ𝑢)

𝜕𝑥
+

𝜕(ℎ𝑣)

𝜕𝑦
= 0                          (1) 

［運動方程式］ 

𝜕(𝑢ℎ)

𝜕𝑡
+

𝜕(ℎ𝑢2)

𝜕𝑥
+

𝜕(ℎ𝑢𝑣)

𝜕𝑦
= −ℎ𝑔

𝜕𝐻

𝜕𝑥
−

𝜏𝑥

𝜌
+ 𝐷𝑥 −

𝐹𝑥

𝜌
      (2) 

𝜕(𝑣ℎ)

𝜕𝑡
+

𝜕(ℎ𝑢𝑣)

𝜕𝑥
+

𝜕(ℎ𝑣2)

𝜕𝑦
= −ℎ𝑔

𝜕𝐻

𝜕𝑦
−

𝜏𝑦

𝜌
+ 𝐷𝑦 −

𝐹𝑦

𝜌
      (3) 

ただし， 

𝜏
ｘ

𝜌
= 𝐶𝑓𝑢√𝑢2 + 𝑣2  

𝜏𝑦

𝜌
= 𝐶𝑓𝑣√𝑢2 + 𝑣2            (4) 

𝐷𝑥 =
𝜕

𝜕𝑥
[𝑣𝑡ℎ

𝜕𝑢ℎ

𝜕𝑥
] +

𝜕

𝜕𝑦
[𝑣𝑡ℎ

𝜕𝑢ℎ

𝜕𝑦
]               (5) 

𝐷𝑦 =
𝜕

𝜕𝑥
[𝑣𝑡ℎ

𝜕𝑣ℎ

𝜕𝑥
] +

𝜕

𝜕𝑦
[𝑣𝑡ℎ

𝜕𝑣ℎ

𝜕𝑦
]               (6) 

𝐹𝑥

𝜌
=

1

2
𝐶𝐷𝑎𝑠ℎ𝑢√𝑢2 + 𝑣2 

𝐹𝑦

𝜌
=

1

2
𝐶𝐷𝑎𝑠ℎ𝑣√𝑢2 + 𝑣2       (7) 

ここで，𝑡は時間，ℎは水深，𝑢はx方向の流速，𝑣は𝑦方向の流速， 𝑔は重力加速度，

𝐻は水位，τxは x 方向の河床せん断力，τyは y 方向の河床せん断力，Fxは x 方
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向の植生による抵抗力，Fyは y方向の植生による抵抗力，Cfは河床せん断係数，

νtは渦動粘性係数，CDは植生の抵抗係数，asは単位体積に占める植生の遮断面積

である． 

 

次に直交座標系(x, y)における基礎式を一般座標系(𝜉, 𝜂)に変換した基礎式を以

下に示す． 

［連続式］ 

𝜕

𝜕𝑡
(

ℎ

𝐽
) +

𝜕

𝜕𝜉
(

ℎ𝑢𝜉

𝐽
) +

𝜕

𝜕𝜂
(

ℎ𝑢𝜂

𝐽
) = 0                 (8) 

［運動方程式］ 

   
𝜕𝑢𝜉

𝜕𝑡
+ 𝑢𝜉 𝜕𝑢𝜉

𝜕𝜉
+ 𝑢𝜂 𝜕𝑢𝜉

𝜕𝜂
+ 𝛼1𝑢𝜉𝑢𝜉 + 𝛼2𝑢𝜉𝑢𝜂 + 𝛼3𝑢𝜂𝑢𝜂 = 

    −𝑔 [(𝜉𝑥
2 + 𝜉𝑦

2)
𝜕𝐻

𝜕𝜉
+ (𝜉𝑥 𝜂𝑥 + 𝜉𝑦 𝜂𝑦)

𝜕𝐻

𝜕𝜂
]  

   − (𝐶𝑓 +
1

2
𝐶𝐷𝑎𝑆ℎ)

𝑢𝜉

ℎ𝐽
√(𝜂𝑦𝑢𝜉 − 𝜉𝑦𝑢𝜂)

2
+ (−𝜂𝑥𝑢𝜉 + 𝜉𝑥𝑢𝜂)2 + 𝐷𝜉   (9) 

   
𝜕𝑢𝜂

𝜕𝑡
+ 𝑢𝜉 𝜕𝑢𝜂

𝜕𝜉
+ 𝑢𝜂 𝜕𝑢𝜂

𝜕𝜂
+ 𝛼4𝑢𝜉𝑢𝜉 + 𝛼5𝑢𝜉𝑢𝜂 + 𝛼6𝑢𝜂𝑢𝜂 = 

    −𝑔 [(𝜂𝑥 + 𝜉𝑦 )
𝜕𝐻

𝜕𝜉
+ (𝜂𝑥

2 + 𝜂𝑦
2)

𝜕𝐻

𝜕𝜂
]  

   − (𝐶𝑓 +
1

2
𝐶𝐷𝑎𝑆ℎ)

𝑢𝜂

ℎ𝐽
√(𝜂𝑦𝑢𝜉 − 𝜉𝑦𝑢𝜂)

2
+ (−𝜂𝑥𝑢𝜉 + 𝜉𝑥𝑢𝜂)2 + 𝐷𝜂  (10) 

ただし， 

𝛼1 = 𝜉𝑥
𝜕2𝑥

𝜕𝜉2 + 𝜉𝑦
𝜕2𝑦

𝜕𝜉2，𝛼2 = 2 (𝜉𝑥
𝜕2𝑥

𝜕𝜉𝜕𝜂
+ 𝜉𝑦

𝜕2𝑦

𝜕𝜉𝜕𝜂
)，𝛼3 = 𝜉𝑥

𝜕2𝑥

𝜕𝜂2 + 𝜉𝑦
𝜕2𝑦

𝜕𝜂2  (11) 

𝛼4 = 𝜂𝑥
𝜕2𝑥

𝜕𝜉2 + 𝜂𝑦
𝜕2𝑦

𝜕𝜉2，𝛼5 = 2 (𝜂𝑥
𝜕2𝑥

𝜕𝜉𝜕𝜂
+ 𝜂𝑦

𝜕2𝑦

𝜕𝜉𝜕𝜂
)，𝛼6 = 𝜂𝑥

𝜕2𝑥

𝜕𝜂2 + 𝜂𝑦
𝜕2𝑦

𝜕𝜂2 (12) 

 D𝜉 = 

(𝜉𝑥
𝜕

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑥

𝜕

𝜕𝜂
) [𝜈𝑡 (𝜉𝑥

𝜕𝑢𝜉

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑥

𝜕𝑢𝜉

𝜕𝜂
)] + (𝜉𝑦

𝜕

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑦

𝜕

𝜕𝜂
) [𝜈𝑡 (𝜉𝑦

𝜕𝑢𝜉

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑦

𝜕𝑢𝜉

𝜕𝜂
)](13) 

 D𝜂 = 

(𝜉𝑥
𝜕

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑥

𝜕

𝜕𝜂
) [𝜈𝑡 (𝜉𝑥

𝜕𝑢𝜂

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑥

𝜕𝑢𝜂

𝜕𝜂
)] + (𝜉𝑦

𝜕

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑦

𝜕

𝜕𝜂
) [𝜈𝑡 (𝜉𝑦

𝜕𝑢𝜂

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑦

𝜕𝑢𝜂

𝜕𝜂
)](14) 

ξ𝑥 =
𝜕𝜉

𝜕𝑥
，ξ𝑦 =

𝜕𝜉

𝜕𝑦
，η𝑥 =

𝜕𝜂

𝜕𝑥
，η𝑦 =

𝜕𝜂

𝜕𝑦
                 (15) 
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u𝜉 = 𝜉𝑥𝑢 + 𝜉𝑦𝑣，u𝜂 = 𝜂𝑥𝑢 + 𝜂𝑦𝑣                 (16) 

J =
1

𝑥𝜉𝑦𝜂−𝑥𝜂𝑦𝜉
                          (17) 

また，一般座標の運動方程式中の拡散項D𝜉，D𝜂については展開すると項の数が

膨大になるので以下の様な条件を仮定して簡略化を行う． 

 

1.メトリック係数の 2階微分量を局所的にゼロとする． 

2.局所的に擬似直交座標として扱う． 

 

この結果，拡散項は近似的に以下のように表せる． 

D𝜉 ≃
𝜕

𝜕𝜉
(𝜈𝑡𝜉𝑟

2 𝜕𝑢𝜉

𝜕𝜉
) +

𝜕

𝜕𝜂
(𝜈𝑡𝜂𝑟

2 𝜕𝑢𝜉

𝜕𝜂
)                 (18) 

D𝜂 ≃
𝜕

𝜕𝜉
(𝜈𝑡𝜉𝑟

2 𝜕𝑢𝜂

𝜕𝜉
) +

𝜕

𝜕𝜂
(𝜈𝑡𝜂𝑟

2 𝜕𝑢𝜂

𝜕𝜂
)                 (19) 

ここで，ξ𝑟，η𝑟は一般座標上の局所的な格子サイズと，実距離の比率を表す係

数で，次式で定義される． 

Δ𝜉

Δ𝜉̃
= 𝜉𝑟， 

Δ𝜂

Δη̃
= 𝜂𝑟                        (20) 

なお，上記D𝜉，D𝜂の近似式の誘導には局所的な直交関係の仮定より以下の関係

が用いられる． 

ξ𝑥
2 + 𝜉𝑦

2 = 𝜉𝑟
2(𝜉𝑥

2 + 𝜉𝑦
2) = 𝜉𝑟

2(𝑠𝑖𝑛2𝜃 + 𝑐𝑜𝑠2𝜃) = 𝜉𝑟
2            (21) 

𝜉𝑥𝜂𝑥 + 𝜉𝑦𝜂𝑦 = 𝜉𝑟𝜂𝑟(𝜉𝑥𝜂̃𝑥 + 𝜉𝑦𝜂̃𝑦) = 𝜉𝑟𝜂̃𝑟(−𝑐𝑜𝑠𝜃𝑠𝑖𝑛𝜃 + 𝑐𝑜𝑠𝜃𝑠𝑖𝑛𝜃) = 0  (22) 

η𝑥
2 + 𝜂𝑦

2 = 𝜂𝑟
2(𝜂̃𝑥

2 + 𝜂̃𝑦
2) = 𝜂𝑟

2(𝑠𝑖𝑛2𝜃 + 𝑐𝑜𝑠2𝜃) = 𝜂𝑟
2           (23) 

𝐽 = 𝜉𝑥𝜂𝑦 − 𝜉𝑦𝜂𝑥 = 𝜉𝑟𝜂𝑟(𝜉𝑥𝜂̃𝑦 + 𝜉𝑦𝜂̃𝑥) = 𝜉𝑟𝜂𝑟(𝑠𝑖𝑛2𝜃 + 𝑐𝑜𝑠2𝜃𝑠𝑖𝑛𝜃) = 𝜉𝑟𝜂𝑟(24) 

 

ただし，θは x軸とξ軸(または，y軸とη軸)のなす角度である． 

 

（2）主流の流速分布 

水深平均流の流れ方向を s, 鉛直上向き方向を z とすると，s 方向の等流流れの

運動方程式は次式で表される. 

𝜕

𝜕𝑧
(𝑣𝑡

𝜕𝑢𝑠

𝜕𝑧
) = 𝑔

𝜕𝐻

𝜕𝑠
                   (25) 

ここで，s は水深平均流速の流下方向,us は s 方向の流速，z は鉛直方向座標軸で

ある．鉛直方向距離を水深 h で無次元化し，河床高を zb，無次元鉛直方向距離を

ζ(河床で0,水面で 1)とすると， 
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𝜁 =
𝑧−𝑧𝑏

ℎ
                        (26) 

等流状態を仮定し，エネルギー勾配(=水面勾配) をS とすると， 

𝑆 = −
𝜃𝐻

𝜃𝑆
                        (27) 

ここで，主流流速 us は水深平均流速< us >を用いて次式で表す． 

𝑢𝑠(𝜁) =< 𝑢𝑠 > 𝑓𝑠(𝜁)                   (28) 

これを運動方程式の (25) 式に代入する． 

𝜕2𝑓𝑠

𝜕𝜁2
= −

𝑔𝑆ℎ2

𝑣𝑡<𝑢𝑠>
                      (29) 

ζで積分とすると， 

𝜕𝑓𝑠

𝜕𝜁
= −

𝑔𝑆ℎ2

𝑣𝑡<𝑢𝑠>
𝜁 + 𝐶1                   (30) 

水面でせん断力がゼロなので，ζ = 1 で
𝜕𝑓𝑠

𝜕𝜁
より 

𝐶1 = −
𝑔𝑆ℎ2

𝑣𝑡<𝑢𝑠>
≡ 𝛽                    (31) 

とおくと (30) 式は 

𝜕𝑓𝑠

𝜕𝜁
= 𝛽(1 − 𝜁)                     (32) 

これをもう一度ζで積分すると， 

𝑓𝑠 = 𝛽 (𝜁 −
1

2
𝜁2) + 𝐶2                  (33) 

平均流の定義より， 

∫ 𝑓𝑠𝑑𝜁
1

0
= 1 = [𝛽 (

1

2
𝜁2 −

1

6
𝜁3) + 𝐶2𝜁]

0

1

=
1

3
𝛽 + 𝐶2       (34) 

よって， 

𝐶2 = 1 −
1

3
𝛽                      (35) 

これを (33) 式に戻して， 

𝑓𝑠 = (−
1

2
𝜁2 + 𝜁 −

1

3
) 𝛽 + 1                (36) 

渦動粘性係数 vtを vt=αu＊h で表し，u＊=√𝑔ℎ𝑆であることを考慮すると， 

𝛽 =
𝑔𝑆ℎ2

𝑣𝑡<𝑢𝑠>
=

𝑔𝑆ℎ

𝛼𝑢∗<𝑢𝑠>
=

𝑢∗

𝛼<𝑢𝑠>
               (37) 
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底面流速をus
bとすると 

𝑢𝑠
𝑏 =< 𝑢𝑠 > 𝑓𝑠(0) = −

𝑢∗

3𝛼
+< 𝑢𝑠 >            (38) 

より， 

<𝑢𝑠>

𝑢∗
=

𝑢𝑠
𝑏

𝑢∗
+

1

3𝛼
                      (39) 

𝑢𝑠
𝑏

𝑢∗
= 2 +

1

𝜅
𝑙𝑛

ℎ

𝜅𝑠
= 𝑟∗                   (40) 

とおくと， 

𝑢∗
2ℎ(1 − 𝜉) = 𝛼𝑢∗ℎ

𝜕𝑢

𝜕𝜉
                  (41) 

したがって， 

<𝑢𝑠>

𝑢∗
= 𝑟∗ +

1

3𝛼
                      (42) 

<𝑢𝑠>

𝑢∗
=

1

𝑟∗+
1

3𝛼

=
3𝛼

3𝛼𝑟∗+1
                   (43) 

これを (37) 式に代入すると， 

𝛽 = (
3𝛼

3𝛼𝑟∗+1
)

1

𝛼
=

1

𝛼𝑟∗+
1

3

                  (44) 

1

𝛽
= 𝛼𝑟∗ +

1

3
                       (45) 

𝑓𝑠 = (−
1

2
𝜁2 + 𝜁 −

1

3
) 𝛽 + 1 = (−

1

2
𝜁2 + 𝜁 −

1

3
+

1

𝛽
) 𝛽= 

𝛼𝑟∗+𝜁−
1

2
𝜁2

𝛼𝑟∗+
1

3

  (46) 

𝑟∗𝛼 = 𝜒，𝜒1 = 𝛼𝑟∗ +
1

3
とすると， 

𝑓𝑠 =
𝜒+𝜁−

𝜁2

2

𝜒1
，𝑢𝑠(𝜁) =< 𝑢𝑠 >

𝜒+𝜁−
𝜁2

2

𝜒1
             (47) 

(47) 式が放物線分布と呼ばれる流線方向の流速鉛直分布式である． 

 

（3）２次流の流速分布 

図 6.5 に示すように，流れが曲率半径 rs でカーブしている場合（s 軸に向かっ

て右にカーブしている場合を rs > 0 とする, 図 6.5 では rs < 0)，n 軸を s 軸に直交

する方向で s が増加する方向に向かって左側が正になる方向に取り，n 方向の流

速をun とすると，n 軸方向の等流流れの運動方程式は次式であらわされる． 
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𝑢𝑠
2

𝑟𝑠
= −𝑔

𝜕𝐻

𝜕𝑛
+

𝜕

𝜕𝑧
(𝑣𝑡

𝜕𝑢𝑛

𝜕𝑧
)                  (48) 

ただし， 

1

𝑟𝑠
=

𝜕𝜃𝑠

𝜕𝑠
                       (49) 

ここで，𝜃 は x 軸と流線方向 s とのなす角度である. 

n 方向の流速を以下の分布を仮定する． 

𝑢𝑛(𝜁) = 𝐴𝑛𝑓𝑛(𝜁)                   (50) 

ただし，Anは2 次流強度，fnは無次元流速分布関数である．これを (48) 式に代

入して整理すると， 

𝜕2𝑓𝑛

𝜕𝜁2
=

𝑔ℎ2𝜕𝐻

𝑣𝑡𝐴𝑛𝜕𝑛
+

<𝑢𝑠>2ℎ2

𝑣𝑡𝐴𝑛𝑟𝑠
𝑓𝑠

2 =
<𝑢𝑠>2ℎ2

𝑣𝑡𝐴𝑛𝑟𝑠
(

𝑔𝑟𝑠

<𝑢𝑠>2

𝜕𝐻

𝜕𝑛
+ 𝑓𝑠

2)       (51) 

<𝑢𝑠>2ℎ2

𝑣𝑡𝐴𝑛𝑟𝑠
≡ 𝐴，

𝑔𝑟𝑠

<𝑢𝑠>2

𝜕𝐻

𝜕𝑛
≡ 𝐵              (52) 

とおくと， 

𝜕2𝑓𝑛

𝜕𝜁2 = 𝐴(𝐵 + 𝑓𝑠
2)                  (53) 

𝜁 で積分する 

𝜕𝑓𝑛

𝜕𝜁
= 𝐴𝐵𝜁 + 𝐴 ∫ [{

1

𝜒1
(𝜒 + 𝜁 −

1

2
𝜁2)}

2

] 𝑑𝜁 + 𝐶1            

= 𝐴𝐵𝜁 +
𝐴

𝜒1
2 [𝜒2𝜁 + 𝜒𝜁2 +

1

3
(1 − 𝜒)𝜁3 −

1

4
𝜁4 +

1

20
𝜁5] + 𝐶1   (54) 

水面では
𝜕𝑓𝑛

𝜕𝜁
= 0（Slip 条件）なので， 

𝐶1 = −𝐴𝐵 −
𝐴

𝜒1
2 [𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
]           (55) 

よって， 

𝜕𝑓𝑛

𝜕𝜁
= 𝐴𝐵𝜁 +

𝐴

𝜒1
2 [𝜒2𝜁 + 𝜒𝜁2 +

1

3
(1 − 𝜒)𝜁3 −

1

4
𝜁4 +

1

20
𝜁5]       

− [𝐴𝐵 +
𝐴

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)]          (56) 

これをもう一度 𝜁 に関して積分する． 

𝑓𝑛 =
1

2
𝐴𝐵𝜁2 +

𝐴

𝜒1
2 [

1

2
𝜒2𝜁2 +

1

3
𝜒𝜁3 +

1

12
(1 − 𝜒)𝜁4 −

1

20
𝜁5 +

1

120
𝜁6]       
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− [𝐴𝐵 +
𝐴

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)] 𝜁 + 𝑐2          (57) 

2 次流はその定義から水深方向積分値はゼロ，すなわち∫ 𝑓𝑛𝑑𝜁 = 0
1

0
 

∫ 𝑓𝑛𝑑𝜁
1

0
=

1

6
𝐴𝐵𝜁3 +

𝐴

𝜒1
2 [

1

6
𝜒2𝜁3 +

1

12
𝜒𝜁4 +

1

60
(1 − 𝜒)𝜁5 −

1

120
𝜁6 +

1

840
𝜁7]   

− [𝐴𝐵 +
𝐴

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)]

𝜁2

2
+ 𝑐2𝜁 = 0        (58) 

これより， 

𝐶2 =
1

3
𝐴𝐵 +

𝐴

𝜒1
2 [

1

3
𝜒2 +

4

15
𝜒 +

2

35
]           (59) 

これを (57) 式に代入すると， 

𝑓𝑛 =
𝐴

2
(𝐵 +

𝜒2

𝜒1
2) 𝜁2 +

𝐴

𝜒1
2 [

1

3
𝜒𝜁3 +

1

12
(1 − 𝜒)𝜁4 −

1

20
𝜁5 +

1

120
𝜁6]       

− [𝐴𝐵 +
𝐴

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)] 𝜁 +

1

3
𝐴𝐵 +

𝐴

𝜒1
2 (

1

3
𝜒2 +

4

15
𝜒 +

2

35
)  (60) 

底面流速ベクトルの方向とせん断力ベクトルの方向は同じなので 

𝑢𝑛
𝑏

𝑢𝑠
𝑏 =

𝜏𝑛
𝑏

𝜏𝑠
𝑏                   (61) 

上式の中の各値は 

𝑢𝑠
𝑏 =< 𝑢𝑠 > 𝑓𝑠(0) =< 𝑢𝑠 >

𝜒

𝜒1
            (62) 

𝑢𝑛
𝑏 = 𝐴𝑛𝑓𝑛(0) = 𝐴𝐴𝑛 [

1

3
𝐵 +

1

𝜒1
2 (

1

3
𝜒2 +

4

15
𝜒 +

2

35
)]      (63) 

𝜏𝑠
𝑏

𝜌
= 𝑢∗

2                   (64) 

             

= −𝛼𝑢∗𝐴𝑛𝐴 [𝐵 +
1

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)]         (65) 

これらを(61)式に代入すると 

𝐴𝐴𝑛[
1

3
𝐵+

1

𝜒1
2(

1

3
𝜒2+

4

15
𝜒+

2

35
)]

<𝑢𝑠>
𝜒

𝜒1

= −
𝛼𝑢∗𝐴𝑛𝐴[𝐵+

1

𝜒1
2(𝜒2+

2

3
𝜒+

2

15
)]

𝑢∗
2      (66) 
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1

3
𝐵 +

1

𝜒1
2 (

1

3
𝜒2 +

4

15
𝜒 +

2

35
) = −𝛼

<𝑢𝑠>

𝑢∗

𝜒

𝜒1
[𝐵 +

1

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)]  (67) 

ここで， 

<𝑢𝑠>

𝑢∗
= 𝑟∗ +

1

3𝛼
=

𝜒1

𝛼
，𝜒1 = 𝜒 +

1

3
           (68) 

の関係を用いると， 

1

3
𝐵 +

1

𝜒1
2 (

1

3
𝜒2 +

4

15
𝜒 +

2

35
) = −𝜒 [𝐵 +

1

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)]   (69) 

(𝜒 +
1

3
) 𝐵 = −

1

𝜒1
2 (𝜒3 + 𝜒2 +

2

5
𝜒 +

2

35
)        (70) 

𝐵 = −
1

𝜒1
3 (𝜒3 + 𝜒2 +

2

5
𝜒 +

2

35
)          (71) 

これより𝑓𝑛は 

𝑓𝑛

Ａ
=

1

2
(𝐵 +

𝜒2

𝜒1
2) 𝜁2 +

1

𝜒1
2 [

1

3
𝜒𝜁3 +

1

12
(1 − 𝜒)𝜁4 −

1

20
𝜁5 +

1

120
𝜁6]      

− [𝐵 +
1

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)] 𝜁 + [

1

3
𝐵 +

𝐴

𝜒1
2 (

1

3
𝜒2 +

4

15
𝜒 +

2

35
)]  (72) 

右辺最終項は (69) 式の関係を用いると， 

𝑓𝑛

Ａ
=

1

2
(𝐵 +

𝜒2

𝜒1
2) 𝜁2 +

1

𝜒1
2 [

1

3
𝜒𝜁3 +

1

12
(1 − 𝜒)𝜁4 −

1

20
𝜁5 +

1

120
𝜁6]      

− [𝐵 +
1

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)] 𝜁 − 𝜒 [𝐵 +

1

𝜒1
2 (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
)]      

=
1

𝜒1
2 [− (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
) (𝜍 + 𝜒) +

1

2
𝜒2𝜁2 +

1

3
𝜒𝜁3 +

1

12
(1 − 𝜒)𝜁4   

−
1

20
𝜁5 +

1

120
𝜁6] + 𝐵 (

1

2
𝜁2 − 𝜁 − 𝜒)       (73) 

ここで， 

𝐴 =
<𝑢𝑠>2ℎ2

𝑣𝑡𝐴𝑛𝑟𝑠
=

1

𝐴𝑛

<𝑢𝑠>2ℎ2

𝛼𝑢∗ℎ𝑟𝑠
               

=
1

𝐴𝑛

1

𝛼

<𝑢𝑠>

𝑢∗
< 𝑢𝑠 >

ℎ

𝑟𝑠
=

1

𝐴𝑛

1

𝐶𝑓𝜒1
< 𝑢𝑠 >

ℎ

𝑟𝑠
       (74) 

ここで，2 次流強度Anを 

𝐴𝑛 =< 𝑢𝑠 >
ℎ

𝑟𝑠
               (75) 

と定義すると，最終的に 2 次流分布は下記のようになる． 
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𝑢𝑛 = 𝐴𝑛𝑓𝑛，𝑓𝑛 =
𝐺𝑜(𝜁)

𝐶𝑓𝜒1
             (76) 

ただし， 

𝐺𝑜(𝜁) =
1

𝜒1
2 [− (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
) (𝜁 + 𝜒) +

1

2
𝜒2𝜁2 +

1

3
𝜒𝜁3 +

1

12
(1 − 𝜒)𝜁4 

−
1

20
𝜁5 +

1

120
𝜁6] + 𝜒20 (

1

2
𝜁2 − 𝜁 − 𝜒)         (77) 

ただし， 

𝜒20 = 𝐵 = −
1

𝜒1
2 (𝜒3 + 𝜒2 +

2

5
𝜒 +

2

35
)，

<𝑢𝑠>

𝑢∗
=

1

√𝐶𝑓
，𝜒 = 𝜒1 −

1

3
  (78) 

 

（4）流線の曲率半径の計算 

< 𝑢𝑥 >= −
1

𝐽
(𝜂𝑦 < 𝑢𝜉 > −𝜉𝑦 < 𝑢𝜂 >)             

< 𝑢𝑦 >= −
1

𝐽
(𝜂𝑥 < 𝑢𝜉 > −𝜉𝑥 < 𝑢𝜂 >)          (79) 

< 𝑢𝑠 >= √< 𝑢𝑥 >2 +< 𝑢𝑦 >2            (80) 

1

𝑟𝑠
=

1

<𝑢𝑠>3 [< 𝑢𝑥 >2 (𝜉𝑥
𝜕<𝑢𝑦>

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑥

𝜕<𝑢𝑦>

𝜕𝜂
)            

+< 𝑢𝑥 >< 𝑢𝑦 > (𝜉𝑥
𝜕<𝑢𝑦>

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑥

𝜕<𝑢𝑦>

𝜕𝜂
)             

−< 𝑢𝑥 >< 𝑢𝑦 > (𝜉𝑥
𝜕<𝑢𝑥>

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑥

𝜕<𝑢𝑥>

𝜕𝜂
)             

−< 𝑢𝑦 >2 (𝜉𝑥
𝜕<𝑢𝑥>

𝜕𝜉
+ 𝜂𝑥

𝜕<𝑢𝑥>

𝜕𝜂
)]           (81) 

 

（5）流速分布の計算 

 

𝑢∗ = 2 +
1

𝜅
𝑙𝑛

ℎ

𝜅𝑠
                 (82) 

𝜒 = 𝛼𝑟∗ =
𝜅

6
𝑟∗ =

𝜅

6
(2 +

1

𝜅
𝑙𝑛

ℎ

𝜅𝑠
)            (83) 

𝜒1 = 𝛼𝑟∗ +
1

3
= 𝜒 +

1

3
               (84) 

を用いて𝑢𝑠の分布式は， 
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𝑢𝑠(𝜁) =< 𝑢𝑠 >
𝜒+𝜁−

𝜁2

2

𝜒1
               (85) 

𝐶𝑓 =
𝑔𝑛𝑚

2

ℎ1 3⁄ または，𝐶𝑓 =
1

𝑁∗𝜒1
3 (

2

45
𝜒 +

4

315
)          (86) 

𝜒20 = −
1

𝜒1
3 (𝜒3 + 𝜒2 +

2

5
𝜒 +

2

35
)          (87) 

𝐺0(𝜁) =
1

𝜒1
2 [− (𝜒2 +

2

3
𝜒 +

2

15
) (𝜁 + 𝜒) +

1

2
𝜒2𝜁2 +

1

3
𝜒𝜁3        

+
1

12
(1 − 𝜒)𝜁4 −

1

20
+

1

120
𝜁6] + 𝜒20 (

1

2
𝜁2 − 𝜁 − 𝜒)       (88) 

𝑓𝑛(𝜁) =
𝐺𝑜(𝜁)

𝐶𝑓𝜒1
                 (89) 

𝐴𝑛 =< 𝑢𝑠 >
ℎ

𝑟𝑠
                (90) 

𝑢𝑛(𝜁) = 𝐴𝑛𝑓𝑛(𝜍)               (91) 

 

 

 

 

図 6.5 座標軸の説明8） 
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6.3.2 流木の計算モデル 

本研究では，個々の流木をラグランジュ的に追跡する個別要素法 10),11)を用い，

流木を円柱体として表現して計算を行う．流木に作用する力は，流体から受ける

力であり，流木間作用力はこのモデルでは考慮していない． 

個別要素 (i) に関する運動基礎式を以下に示す． 

𝑚′
𝑖

𝑑𝑢𝑝𝑖

𝑑𝑡
= 𝐹𝑥𝑖 +

1

2
𝜌𝐶𝐷𝐴𝑥𝑖√(𝑢 − 𝑢𝑝𝑖)

2
+ (𝑣 − 𝑣𝑝𝑖)

2
(𝑢 − 𝑢𝑝𝑖)      (92) 

𝑚′
𝑖

𝑑𝑣𝑝𝑖

𝑑𝑡
= 𝐹𝑦𝑖 +

1

2
𝜌𝐶𝐷𝐴𝑦𝑖√(𝑢 − 𝑢𝑝𝑖)

2
+ (𝑣 − 𝑣𝑝𝑖)

2
(𝑣 − 𝑣𝑝𝑖)      (93) 

ここに，𝑥 , 𝑦は直交平面座標軸，𝑡は時間，𝜌は流体の密度，𝐴𝑥𝑖 , 𝐴𝑦𝑖は円柱の投

影面積，𝐶𝐷は形状抵抗係数，𝑢 , 𝑣は流下方向と横断方向の流速，𝑢𝑝𝑖, 𝑣𝑝𝑖は個別要

素の流下方向と横断方向の移動速度である．𝐶𝐷は形状抵抗係数であり，本研究で

は円柱の形状で計算を行うため値は 1 とした．個別要素に作用する𝑥 , 𝑦方向の力

である𝐹𝑥𝑖と𝐹𝑦𝑖は，流木間作用力が考慮されていないため，それぞれ 0 である． 

回転運動の運動方程式は式 (94) より表わされる． 

𝐼𝑖
𝑑𝜔𝑝𝑖

𝑑𝑡
= 𝑀𝑖                          (94) 

ここに，𝜔𝑝𝑖は個別要素の回転速度，𝑀𝑖は個別要素に作用する回転モーメントで

ある． 

また付加質量を考慮した円柱の質量 𝑚′𝑖 は (95) 式で求める． 

𝑚′𝑖 = 𝜌 (
𝜎

𝜌
+ 𝐶𝑚) 𝑉𝑖                          (95) 

円柱の体積Vi は (96) 式，円柱の投影面積𝐴𝑥𝑖 , 𝐴𝑦𝑖は (97) 式で求める． 

𝑉𝑖 =
𝜋

4
𝑑𝑖

2𝑙𝑖                                 (96) 

A𝑥𝑖 = 𝑙𝑖𝑑𝑖 sin 𝜑𝑖, A𝑦𝑖 = 𝑙𝑖𝑑𝑖 cos 𝜑𝑖                   (97) 

ここに， 𝜎は流木の密度，𝐶𝑚は付加質量係数(=0.5)，𝑉𝑖は円柱の体積，𝑑𝑖は個別要

素の円柱の底面の直径，𝑙𝑖は個別要素の円柱の長さ，円柱𝑥軸の交差角度は𝜑𝑖であ

る． 

円柱両端の変数を 0,1 の添え字を付けて表す．円柱両端の𝑥 , 𝑦方向の流速成分

を𝑢𝑥0, 𝑢𝑦0, 𝑢𝑥1, 𝑢𝑦1とすると，円柱両端における流速の円柱長軸に直交する方向

成分（図 6.6）𝑢𝑁0と𝑢𝑁1は次式より求める． 

𝑢𝑁0 = −𝑢𝑥0 sin 𝜑𝑖 + 𝑢𝑦0 cos 𝜑𝑖               (98) 

𝑢𝑁1 = −𝑢𝑥1 sin 𝜑𝑖 + 𝑢𝑦1 cos 𝜑𝑖               (99) 
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円柱が角速度ω_iで回転している場合，円柱両端における円柱回転起因の移動

速度を𝑣𝑝𝑖とすると，式 (100) となる． 

𝑣𝑝𝑖 = 𝜔𝑖
𝑙𝑖

2
                         (100) 

したがって，円柱の回転を考慮した円柱に両端に働く力𝑓0，𝑓1（図 6.6）は，次

式より求める． 

𝑓0 =
1

2
𝜌𝐶𝑟𝑑𝑖(𝑢𝑁0 − 𝑢𝑝𝑖)|𝑢𝑁0 − 𝑣𝑝𝑖|              (101) 

𝑓1 =
1

2
𝜌𝐶𝑟𝑑𝑖(𝑢𝑁1＋𝑢𝑝𝑖)|𝑢𝑁1 + 𝑣𝑝𝑖|              (102) 

ここに，𝐶𝑟は回転運動への抵抗係数(=1)である． 

円柱に直交にする方向の力𝐹𝑤は (103) 式より求める． 

𝐹𝑤 =
1

2
(𝑓1 + 𝑓0)𝑙𝑖               (103) 

円柱の重心位置から円柱中心までの距離𝑥𝑔は (104) 式より求める． 

𝑥𝑔 =
(𝑓0+2𝑓1)𝑙𝑖

3(𝑓0+𝑓1)
−

1

2
𝑙𝑖              (104) 

個別要素に作用する回転モーメント𝑀𝑖と円柱の個別要素の慣性モーメント𝐼𝑖は

以下の式より求める． 

𝑀𝑖 = 𝐹𝑤𝑥𝑔                  (105) 

𝐼𝑖 = (
𝑑𝑖

2

4
+

𝑙𝑖
2

12
) 𝑚𝑖                    (106) 

𝑚𝑖 =
𝜋

4
𝑑𝑖

2𝑙𝑖𝜎                 (107) 

ここに，𝑚𝑖は円柱の質量である．以上より，流木の回転速度は (108) 式より得

られる． 

𝑑𝜔𝑝𝑖

𝑑𝑡
=

𝑀𝑖

𝐼𝑖
=

1

2
(𝑓1+𝑓0)𝑙𝑖(

(𝑓0+2𝑓1)𝑙𝑖
3(𝑓0+𝑓1)

−
1

2
𝑙𝑖)

(
𝑑𝑖

2

4
+

𝑙𝑖
2

12
)

𝜋

4
𝑑𝑖

2𝑙𝑖𝜎 

         (108) 
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図 6.6 個別要素の円柱に働く力  

𝑢𝑁0 

𝑢𝑥0 

𝑢𝑁1 

𝑢𝑥1 

𝑢𝑦0 
𝑣𝑝𝑖 

𝑣𝑝𝑖 𝑢𝑦1 
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6.4 数値解析 
 

6.4.1 計算条件 

上述したとおり実験では湾曲部では表面と底面において，また，捕捉地内では

内岸側と主流に沿って流下する 2 通りの流木の挙動を確認した．そこで表面流速

（図 6.7）と底面流速（図 6.8）のいずれかを用いて流木の挙動を解析することと

した．なお流木は水深が流木の直径以下になった時，また流下方向の流速が 0m/s

になった時に停止するとした．計算格子は縦断方向に約 5m，横断方向約 2m に設

定した．捕捉工は水を通さない障害物セルに設定し，間隔は計算格子の制約上 6

～15m に設定した．なお流木は捕捉工の隙間は通過し，捕捉工に接触する流木は

停止するものとした． 

流量は 680m3/s の定常流とし，流木の直径は 0.3m，流木長は 6m とした．投入

位置の違いによる流木の挙動の影響を考察するために表面流速の条件下で 3 ケー

ス（case1～3），底面流速で 3 ケース（case4～6），また流況の違いによる捕捉地内

の流木の挙動を考察するために 2 ケース（case7,case8）の計算を実施した（表 6.1）． 

流入点を上流端とすると，一つ目の湾曲の影響を受け，分岐部上流付近では，

多くの流木が同じ場所を流れてしまい，そこ以外の場所における流木の挙動を確

認出来なくなる．また水理実験では，流入口上流付近で流木が浮上することから，

図 6.9 に示すように分岐部上流の横断方向 3 地点に投入部を設け，様々なポジシ

ョンの流木の挙動を感度分析的に確認することにした．流木は実験時に投入した

流木量と同等に一定間隔で 600 秒間投入した． 

 

6.4.2 結果と考察 

（1）流入口付近の流木の挙動（case1～case6） 

表 6.1 に各ケースの捕捉地に流入した流木の割合（流入率）を示す．表面流速

の条件下で計算した流木の流入率は，左岸から投入した case1 で100%，河道中央

から投入した case2 で 86.5%とほとんどの流木は捕捉地に流入した．しかし右岸

側から投入した case3 では0%であった． 

case1 では投入した流木はすべて流入口の左岸側に寄って流れ，そのまま捕捉地

外岸に沿って流下した（図 6.10(a)）．表面流速ベクトル図（図 6.7）を見ると，流

入口付近の流れは河道から捕捉地に向って直線的に流入していることが分かる．

河道中央から投入（case2）した流木は，囲繞堤の上流先端部にぶつかって新河道

と捕捉地に分岐するものと，流れに沿ってそのまま捕捉地に流入する流木が存在

した（図 6.10(b)）．右岸側から投入した流木（case3）は，流入口付近まで流下す

るものの新河道側の囲繞堤に沿って移動した（図 6.10(c)）．このことから，表面
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流による流況下においては，河道の右岸側に寄って流下してくる流木は流入口に

到達しないためほとんど捕捉されないことになる． 

一方，底面流速の条件下での流木は投入位置に係らず捕捉地には流入しなかっ

た（表 6.1）．ただし投入位置によって新河道を流れる流木の挙動は異なる結果と

なった．左岸から投入した流木（case4）は新河道全体を流れ下流部外岸を通って

流下した（図 6.11(a)）．これは河道中央から投入した case5 も同様であった（図 

6.11(b)）．しかし右岸から投入した case6 の流木は，新河道の内岸側に沿って流れ

滞留・堆積する流木が確認できた（図 6.11(c)）．底面流速ベクトル図（図 6.8）か

らわかるように内岸側の流速が遅く河岸付近では止水域となっていることから流

木は滞留・堆積した．この新河道における流木の挙動は水理実験でも確認されて

いる（図 6.3 参照）．既往実験における流木の捕捉率が 87.5%であることから，流

入口上流付近を流れる流木は，主に河道中央から左岸側の表面流の影響を多く受

けて捕捉地に輸送されると推察される． 

 

（2）捕捉地内の流木の挙動（case7，case8） 

次に捕捉地内の流木の挙動について考察する．計算ケースは水深平均流速

（case7）と底面流速（case8）の2 ケースとし，流木投入位置は捕捉地流入口の中

央に設定した（図 6.12）． 

捕捉地に表面流で流入した流木は，表面流速と底面流速で異なる挙動を示した．

表面流を流れる流木は，捕捉地外岸側を流下し下流端の捕捉工まで到達し停止し

た（図 6.12(a)）． 

一方，底面流速を流れる流木は，2 次流によって捕捉地の内岸に向かって流下し

囲繞堤周辺に堆積した（図 6.12(b)）．また囲繞堤の下流部に流下した流木は渦流

によって上流まで戻され囲繞堤付近に堆積した．捕捉地内の流入部付近の底面流

速の流れが内岸側に向いていることが図 6.8 の底面流速ベクトル図からも確認で

きる． 

第 5 章の実験における流木の捕捉状況を見ると捕捉地下流端のスリット部と囲

繞堤周辺の 2 か所に集中して堆積していた（図 6.12(c)）．すなわち表面流を流れ

る流木は捕捉地の外岸に沿って捕捉工に到達し堆積し，捕捉地内で底面付近に沈

降した流木は2 次流により内岸側の囲繞堤周辺に流下し，堆積したものと推察さ

れる． 

ただし，このモデルでは流木同士の干渉を考慮しておらず，流木が堆積した後

の影響は確認できない．また，河川流と流木は別々に計算しておいるためスリッ

ト部に流木が堆積し閉塞される現象やそれによる水位上昇を表現できないモデル

である．  
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表 6.1 実験ケースと流入率 

case 投入位置 計算流速 流入率(％) 

case1 左岸側 表面流 100.0 

case2 河道中央 表面流 86.5 

case3 右岸側 表面流 0.0 

case4 左岸側 底面 0.0 

case5 河道中央 底面 0.0 

case6 右岸側 底面 0.0 

case7 流入口中央 表面流 － 

case8 流入口中央 底面 － 

 

 

図 6.7 表面流速ベクトル図 

 

 

 

図 6.8 底面流速ベクトル図  

表面流速（m/s） 
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図 6.9 流木の投入位置 

Case1-6

囲繞堤スリット

Case7-8●流木投入位置 
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図 6.10 計算開始5分後の表面流速流下時の流木の挙動 
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図 6.11 計算開始5 分後の底面流速流下時の流木の挙動 
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(c) 水理模型実験 

図 6.12 計算開始10分後の捕捉地内の流木の挙動 

  

(b) case8（底面流速） 

(a) case7（表面流速） 
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6.4.3 捕捉率の検証 

流量と流木長が異なる 4ケースの数値計算を行い実験結果と捕捉率を比較検証

した．流木の投入位置は，水理模型実験より流入口上流付近から比重 1.1 の流木

が浮上することを確認しているため表面流の流況下において，図 6.13 の赤丸で

囲った５箇所の地点から 7 秒間隔で各2 本（合計 10 本）同時に投入し，捕捉地へ

流入する流木本数をカウントし捕捉率を算出した． 

表 6.2 には4 ケースの水理実験と数値計算の捕捉率を示しており，ほぼ同程度

の捕捉率となっていることから本研究で提案する流木追跡モデルの有効性が検証

できたと考えられる． 
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(a) 流量Q=680m3/s，流木長L=6m 

 

(b) 流量Q=680m3/s，流木長L=12m 

図 6.13 数値計算による流木の挙動（計算開始から600秒後） 

 

表 6.2 流木捕捉率の検証結果 

 

  

流量 流木長 水理実験 数値計算

680m3/s 6m 87% 83%

680m3/s 12m 80% 81%

470m3/s 6m 80% 79%

470m3/s 12m 65% 71%



136 

 

6.5 第６章のまとめ 
 

本研究で得られた知見を以下に列記する． 

(1) 流入口上流付近を流れる比重 1.1 の流木は，流入口上流付近を流れる流木

は，主に河道中央から左岸側で表面に浮上し表面流の影響を多く受けて捕

捉地に輸送されることが分かった． 

(2) 表面流の流況下において，流量と流木長が異なる 4 ケースの数値計算を行

い水理実験と捕捉率を比較した結果，ほぼ同程度の捕捉率であった． 

(3) 捕捉地内では，表面流速を流れる流木は捕捉地の外岸に沿ってスリット工

に到達し，底面を流れる流木は内岸側の囲繞堤周辺に集積する結果が得ら

れ第5 章の水理模型実験で見られた流木挙動が表現できた． 

(4) 流木追跡モデルによる計算結果は，水理模型実験で見られた流木挙動を概

ね表現できたた．このことから，湾曲部における流木の挙動を把握する手

法として流木追跡モデルの有効性を検証できた． 
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第7章 結論 

 

本研究の目的は，河川流域の土砂と流木動態を解明し，土砂と流木それぞれの

対策による効果を検証することであり，提案する数値解析モデルにより土砂と流

木動態を解明し，水理模型実験により対策の効果を検証してきた． 

以下に本研究の結論と今後の課題と展望を述べる． 

 

7.1 本研究の結論 
 

第 1 章では，本論文の序論として本研究の背景，既往研究における課題及び研

究の目的・概要を整理した． 

第2章では，豊平川を対象に流域一貫の総合土砂管理の考えに基づき利水ダム・

砂防ダム及び河道の土砂動態を分析し，中流部で問題が顕在化している河床低下

との関係を示した．また，既往の土砂流出モデルに崩壊地面積に着目した流域条

件の変化を組み込んだ土砂流出モデルを提案し直轄砂防区域の渓流に適用した．

計算結果から，砂防ダムを有する渓流の再現検証として砂防ダムや藻岩取水堰の

実績堆砂量との関係を定量的に評価し，モデルの妥当性を検証した．さらに提案

する土砂流出モデルを１次元河床変動モデルと組み合わせて，河床低下区間の将

来予測を行ない，今後も河床低下が進行するという結果が得られた． 

第 3 章では，豊平川中流の河床低下が顕著な区間の対策として現在計画されて

いる石組帯工群と樹林化した砂州の切り下げによる効果を把握するため水理模型

実験を実施した．実験では対策工の影響範囲を直接把握するため対策毎に異なる

色の着色砂を敷設し追跡調査した．着色砂は，時間経過に伴い徐々に下流へ分散・

移動・堆積し，また，砂州切り下げ区間の着色砂の流出量は少なく，上流から流

れてきた無着色の砂の堆積を確認した．さらに構造物周辺の安全性を評価するた

め，実験後に石組帯工直下の着色砂を掘削し，洪水ピーク時の最大洗掘深と洪水

減水時における埋め戻し厚さを把握した． 

第 4 章では，ピンポイントの対策として橋脚周辺の侵食抑制対策工として，予

防保全を念頭においた新工法のネットに着目してその効果を水理模型実験により

把握し，従来工法（根固めブロック，袋型根固め）と比較・評価した．実験結果

から，従来工法の対策は，対策工と岩盤床の境界に流砂が集中するため侵食量が

多かった．一方，ネットは施工高が流砂の粒径程度であり，流砂を阻害すること

なく流すことができるため侵食量は，全ケースの中で最小となり侵食抑制が期待

できる工法であることを確認した． 
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第 5 章では，小本川の河道湾曲部外岸に設置する流木捕捉施設に流木を効果的

に取り込むための流入口の位置や形状に着目し，水理模型実験を実施した．当初

計画した形状で比重 1.1 の模擬流木は，大多数が底面に潜り込んで内岸側へ輸送

された．このため，流入口の位置を二次流の影響が及びにくく流木が表面に浮上

する湾曲上流部にすることで捕捉率が向上した．また，捕捉地に多くの流木が流

入するとスリット工が閉塞して水位上昇を招き捕捉効率が悪化したため，スリッ

ト区間を延長し流木を分散して集積することで捕捉率が向上した．このように試

行錯誤を繰り返し，投入流木量の約 8 割を捕捉できる効果的な流入口の位置と施

設形状を設定した． 

第 6 章では，河川湾曲部の流木の挙動を解明するため，準3 次元河川流れの計

算と個別要素法による流木モデルを併用した流木追跡モデルを第 5 章で示す流木

捕捉施設に適用し，モデルの有効性を確認した．計算結果から，流入口上流付近

を流れる流木は，主に河道中央から左岸側で表面に浮上し表面流の影響を多く受

けて捕捉地に輸送されることが分かった．また，捕捉地内では，表面流速を流れ

る流木は捕捉地の外岸に沿ってスリット工に到達し，底面に沈降し流れる流木は

内岸側の囲繞堤周辺に集積する結果が得られ，水理模型実験で見られた流木挙動

が表現できた．このことから，湾曲部における流木の挙動を把握する手法として

流木追跡モデルの有効性を検証できた． 

第 7 章では，本研究で得られた結論と今後の課題と展望について述べた． 
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7.2 今後の課題と展望 
 

本研究で提案する土砂流出モデルは，主に石狩川流域を対象に適用しており，

他の流域への適用事例を増やしてモデルの一般化に向けた取り組みが必要と考え

る．また積雪寒冷地特有の融雪出水における流出土砂量は再現できないという課

題もある． 

水理模型実験は，現象を直接観察できるという特徴をもっており，目的を明確

にし，適切に計画，実施することにより，数値シミュレーションよりも信頼され

る側面がある．特に水理学や河川工学の専門家以外に対しては，模型実験の結果

は共通認識が得られ易い手段である．一方で，場所，時間，費用を多く必要とす

るという短所もあるが，水理模型実験は河川工学に関わる実務において将来も活

用される手段と考えられる． 

本研究で提案する流木追跡モデルは，表面流と底面流を使い分けることで河川

湾曲部における流木挙動を解明できるモデルである．しかし流木閉塞による水位

上昇や流木が再浮上する現象は表現できないという課題もある． 

この流木追跡モデルにより，流木捕捉工の設置位置の一般化に向けた検討がで

きると考えられる．例えば，一定曲率の湾曲水路で，曲率を数パターン変えて，

表面流・河床近傍流にのった流木の挙動を把握する等が考えられる．また水理模

型実験と併用することで，効率的な施設設計に生かせるものと考えられる． 

今後は実務等によりモデルの適用事例を蓄積し，実現象解明や施設設計に生か

して行きたい． 
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